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議案第９号 

鈴鹿市行政組織条例の一部改正について 

鈴鹿市行政組織条例の一部を改正する条例を次のように制定する。 

令和６年２月２１日提出 

鈴鹿市長 末 松 則 子 

鈴鹿市行政組織条例の一部を改正する条例 

（ 別 紙 ） 

提案理由 

技術監理契約課を新設するほか、子ども政策部と健康福祉部の事務分掌を改める

について、地方自治法第９６条第１項の規定により、この議案を提出する。 
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（ 別 紙 ） 

鈴鹿市条例第  号 

鈴鹿市行政組織条例の一部を改正する条例 

鈴鹿市行政組織条例（平成８年鈴鹿市条例第２５号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前欄に掲げる規定を同表の改正後欄に掲げる規定に下線で示すように

改正する。 

改 正 後 改 正 前 

（部及び課の設置） （部の設置） 

第２条 地方自治法（昭和22年法律第67号。

以下「法」という。）第158条第１項の規

定により、市長の権限に属する事務を分掌

させるため、次の部及び技術監理契約課を

設ける。 

第２条 地方自治法（昭和22年法律第67号。

以下「法」という。）第158条第１項の規

定により、市長の権限に属する事務を分掌

させるため、次の部を設ける。 

(１)～(11)  略 (１)～(11)  略 

（部及び課の事務分掌） （部の事務分掌） 

第３条 各部の主な事務分掌は、次の表のと

おりとする。 

第３条 各部の主な事務分掌は、次の表のと

おりとする。 

部 主な事務分掌 部 主な事務分掌 

略   略 略   略 

総務

部 

(１)～(８)  略 

(９)～(12)  略 

総務

部 

(１)～(８)  略 

(９) 建設工事等の入札に関す

ること。 

(10) 物品の調達に関すること。

(11) 工事の検査に関すること。

(12)～(15)  略 

略   略 略   略 
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子ど 

も政

策部 

(１)～(４)  略 

(５) 母子保健に関すること。

子ど 

も政

策部 

(１)～(４)  略 

健康

福祉

部 

(１)～(９)  略 

(10) 地域医療及び保健衛生に

関すること。 

健康

福祉

部 

(１)～(９)  略 

(10) 健康づくりに関すること。

略   略 略   略 

２ 技術監理契約課の主な事務分掌は、次の

とおりとする。 

(１) 入札及び調達に関すること。

(２) 工事の検査に関すること。

(３) 工事の技術管理に関すること。

附 則 

この条例は、令和６年４月１日から施行する。 
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議案第１０号 

鈴鹿市個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条例の一部改正につい

て 

鈴鹿市個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条例の一部を改正する条例

を次のように制定する。 

令和６年２月２１日提出 

鈴鹿市長 末 松 則 子 

鈴鹿市個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条例の一部を改正する

条例 

（ 別 紙 ） 

提案理由 

行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律の一部

改正に伴い、所要の規定整備を行うほか、市の執行機関において利用することがで

きる特定個人情報を追加するについて、地方自治法第９６条第１項の規定により、

この議案を提出する。 
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（ 別 紙 ） 

鈴鹿市条例第  号 

鈴鹿市個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条例の一部を改正する

条例 

鈴鹿市個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条例（平成２７年鈴鹿市条

例第３０号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前欄に掲げる規定を同表の改正後欄に掲げる規定に下線で示すように

改正する。 

改 正 後 改 正 前 

（定義） （定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げ

る用語の意義は、当該各号に定めるところ

による。 

第２条 この条例において、次の各号に掲げ

る用語の意義は、当該各号に定めるところ

による。 

(１)～(４)  略 (１)～(４)  略 

(５) 特定個人番号利用事務 法第19条第

８号に規定する特定個人番号利用事務を

いう。 

(６) 利用特定個人情報 法第19条第８号

に規定する利用特定個人情報をいう。 

（個人番号の利用範囲） （個人番号の利用範囲） 

第４条 法第９条第２項の条例で定める事務

は、別表第１の左欄に掲げる市の執行機関

が行う同表の右欄に掲げる事務及び市の執

行機関が行う特定個人番号利用事務とす

る。 

第４条 法第９条第２項の条例で定める事務

は、別表第１の左欄に掲げる市の執行機関

が行う同表の右欄に掲げる事務及び市の執

行機関が行う法別表第２の第２欄に掲げる

事務とする。 

２  略 ２  略 

- 7  -



３ 市の執行機関は、特定個人番号利用事務

を処理するために必要な限度で利用特定個

人情報であって自らが保有するものを利用

することができる。ただし、法の規定によ

り、情報提供ネットワークシステムを使用

して他の個人番号利用事務実施者から当該

利用特定個人情報の提供を受けることがで

きる場合は、この限りでない。 

３ 市の執行機関は、法別表第２の第２欄に

掲げる事務を処理するために必要な限度で

同表の第４欄に掲げる特定個人情報であっ

て自らが保有するものを利用することがで

きる。ただし、法の規定により、情報提供

ネットワークシステムを使用して他の個人

番号利用事務実施者から当該特定個人情報

の提供を受けることができる場合は、この

限りでない。 

４ 前２項の規定により特定個人情報又は利

用特定個人情報を利用した場合において、

他の条例、規則その他の規程の規定により

当該特定個人情報又は利用特定個人情報と

同一の内容の情報を含む書面の提出が義務

付けられているときは、当該書面の提出が

あったものとみなす。 

４ 第２項の規定により特定個人情報を利用

した場合において、他の条例、規則その他

の規程の規定により当該特定個人情報と同

一の内容の情報を含む書面の提出が義務付

けられているときは、当該書面の提出があ

ったものとみなす。 

（特定個人情報の提供） （特定個人情報の提供） 

第５条 法第19条第11号の条例で定める特定

個人情報を提供することができる場合は、

別表第３の第１欄に掲げる市の執行機関

が、同表の第３欄に掲げる市の執行機関に

対し、同表の第２欄に掲げる事務を処理す

るために必要な同表の第４欄に掲げる特定

個人情報の提供を求めた場合において、同

表の第３欄に掲げる市の執行機関が当該特

定個人情報を提供するときとする。 

第５条 法第19条第11号の条例で定める特定

個人情報を提供することができる場合は、

次の各号のいずれかに該当するときとす

る。 

(１) 別表第３の第１欄に掲げる市の執行

機関が、同表の第３欄に掲げる市の執行

機関に対し、同表の第２欄に掲げる事務

を処理するために必要な同表の第４欄に
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掲げる特定個人情報の提供を求めた場合

において、同表の第３欄に掲げる市の執

行機関が当該特定個人情報を提供すると

き。 

(２) 市の執行機関が、市の他の執行機関

に対し、法別表第２の第２欄に掲げる事

務を処理するために必要な同表の第４欄

に掲げる特定個人情報の提供を求めた場

合において、当該市の他の執行機関が当

該特定個人情報を提供するとき。 

２ 前項の規定により特定個人情報の提供が

あった場合において、他の条例、規則その

他の規程の規定により当該特定個人情報と

同一の内容の情報を含む書面の提出が義務

付けられているときは、当該書面の提出が

あったものとみなす。 

別表第２（第４条関係） 別表第２（第４条関係） 

市の

執行

機関 

事務 特定個人情報 市の

執行

機関 

事務 特定個人情報 

１ 

市長 

鈴鹿市福祉医

療費等の助成

に関する条例

の規定による

福祉医療費等

の助成に関す

る事務であっ

て規則で定め

るもの 

国民健康保険法（

昭和33年法律第19 

2号）又は高齢者

の医療の確保に関

する法律（昭和57

年法律第80号）に

よる医療に関する

給付の支給又は保

険料の徴収に関す 

１ 

市長 

鈴鹿市福祉医

療費等の助成

に関する条例

の規定による

福祉医療費等

の助成に関す

る事務であっ

て規則で定め

るもの 
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る情報（２の項に

おいて「医療保険

給付関係情報」と

いう。）であって

規則で定めるもの 

地方税法（昭和25

年法律第226号）

その他の地方税に

関する法律に基づ

く条例の規定によ

り算出した税額若

しくはその算定の

基礎となる事項に

関する情報（２の

項において「地方

税関係情報」とい

う。）であって規

則で定めるもの 

地方税法（昭和25

年法律第226号）

その他の地方税に

関する法律に基づ

く条例の規定によ

り算出した税額若

しくはその算定の

基礎となる事項に

関する情報（２の

項において「地方

税関係情報」とい

う。）であって規

則で定めるもの 

  略   略 

２ 

市長 

生活に困窮す

る外国人に対

する生活保護

法の規定に準

じて行う保護

の決定及び実

施又は徴収金

の徴収に関す

る事務であっ

て規則で定め 

医療保険給付関係

情報であって規則

で定めるもの 

２ 

市長 

生活に困窮す

る外国人に対

する生活保護

法の規定に準

じて行う保護

の決定及び実

施又は徴収金

の徴収に関す

る事務であっ

て規則で定め 

国民健康保険法（

昭和33年法律第19 

2号）又は高齢者

の医療の確保に関

する法律（昭和57

年法律第80号）に

よる医療に関する

給付の支給又は保

険料の徴収に関す

る情報であって規 
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るもの るもの 則で定めるもの 

生活保護法による

保護の実施又は就

労自立給付金若し

くは進学準備給付

金の支給に関する

情報（以下「生活

保護関係情報」と

いう。）であって

規則で定めるもの 

生活保護法による

保護の実施又は就

労自立給付金若し

くは進学準備給付

金の支給に関する

情報（３の項にお

いて「生活保護関

係情報」という。 

）であって規則で

定めるもの 

  略   略 

３ 

市長 

特定個人番号

利用事務（生

活保護関係情

報の提供を受

ける事務に限

る。）であっ

て規則で定め

るもの 

生活に困窮する外

国人に対する生活

保護法の規定に準

じて行う保護の実

施又は就労自立給

付金若しくは進学

準備給付金の支給

に関する情報（別

表第３の３の項に

おいて「生活困窮

外国人の保護関係

情報」という。）

であって規則で定

めるもの 

３ 

市長 

法別表第２の

第２欄に掲げ

る事務（法第

19条第８号の

規定により同

表の第４欄に

掲げる生活保

護関係情報の

提供を受ける

事務に限る。 

）であって規

則で定めるも

の 

生活に困窮する外

国人に対する生活

保護法の規定に準

じて行う保護の実

施又は就労自立給

付金若しくは進学

準備給付金の支給

に関する情報（別

表第３の２の項に

おいて「生活困窮

外国人の保護関係

情報」という。）

であって規則で定

めるもの 

別表第３（第５条関係） 別表第３（第５条関係） 

情報

照会 

事務 情報

提供 

特定個人情 情報

照会 

事務 情報

提供 

特定個人情 
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機関 機関 報 機関 機関 報 

１ 

市長 

生活保護法に

よる保護の決

定及び実施又

は徴収金の徴

収に関する事

務であって規

則で定めるも

の 

教育

委員

会 

学校保健安

全法（昭和

33年法律第

56号）によ

る医療に要

する費用に

ついての援

助に関する

情報であっ

て規則で定

めるもの 

２ 

市長 

生活に困窮す

る外国人に対

する生活保護

法の規定に準

じて行う保護

の決定及び実

施又は徴収金

の徴収に関す

る事務であっ

て規則で定め

るもの 

教育

委員

会 

学校保健安

全法による

医療に要す

る費用につ

いての援助

に関する情

報であって

規則で定め

るもの 

１ 

市長 

生活に困窮す

る外国人に対

する生活保護

法の規定に準

じて行う保護

の決定及び実

施又は徴収金

の徴収に関す

る事務であっ

て規則で定め

るもの 

教育

委員

会 

学校保健安

全法（昭和

33年法律第

56号）によ

る医療に要

する費用に

ついての援

助に関する

情報であっ

て規則で定

めるもの 

３ 

教育

委員

会 

学校保健安全

法による医療

に要する費用

についての援

助に関する事

務であって規 

市長 生活保護関

係情報であ

って規則で

定めるもの 

２ 

教育

委員

会 

学校保健安全

法による医療

に要する費用

についての援

助に関する事

務であって規 

市長 

生活困窮外

国人の保護 

生活困窮外

国人の保護 
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則で定めるも

の 

関係情報で

あって規則

で定めるも

の 

則で定めるも

の 

関係情報で

あって規則

で定めるも

の 

附 則 

この条例は、行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する

法律等の一部を改正する法律（令和５年法律第４８号）の施行の日から施行する。た

だし、第５条、別表第２の１の項及び２の項並びに別表第３の改正規定は、公布の日

から施行する。 
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議案第１１号 

鈴鹿市職員定数条例の一部改正について 

鈴鹿市職員定数条例の一部を改正する条例を次のように制定する。 

令和６年２月２１日提出 

鈴鹿市長 末 松 則 子 

鈴鹿市職員定数条例の一部を改正する条例 

（ 別 紙 ） 

提案理由 

組織力の強化を図るため、市長の事務部局及び消防機関の職員の定数を改めるに

ついて、地方自治法第９６条第１項の規定により、この議案を提出する。 
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（ 別 紙 ） 

鈴鹿市条例第  号 

鈴鹿市職員定数条例の一部を改正する条例 

鈴鹿市職員定数条例（昭和２９年鈴鹿市条例第８号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前欄に掲げる規定を同表の改正後欄に掲げる規定に下線で示すように

改正する。 

改 正 後 改 正 前 

別表（第２条関係） 別表（第２条関係） 

区分 定数 区分 定数 

市長の事務部局の職員 1,025人 市長の事務部局の職員 975人 

  略 略   略 略 

消防機関の職員 225人 消防機関の職員 215人 

  略 略   略 略 

附 則 

この条例は、令和６年４月１日から施行する。 
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議案第１２号 

鈴鹿市職員の育児休業等に関する条例及び鈴鹿市会計年度任用職員の給与及び

費用弁償に関する条例の一部改正について 

鈴鹿市職員の育児休業等に関する条例及び鈴鹿市会計年度任用職員の給与及び費用

弁償に関する条例の一部を改正する条例を次のように制定する。 

令和６年２月２１日提出 

鈴鹿市長 末 松 則 子 

鈴鹿市職員の育児休業等に関する条例及び鈴鹿市会計年度任用職員の給与及び

費用弁償に関する条例の一部を改正する条例 

（ 別 紙 ） 

提案理由 

地方自治法の一部改正に伴い、会計年度任用職員に勤勉手当を支給するについて、

地方自治法第９６条第１項の規定により、この議案を提出する。 
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（ 別 紙 ） 

鈴鹿市条例第  号 

鈴鹿市職員の育児休業等に関する条例及び鈴鹿市会計年度任用職員の給与及び

費用弁償に関する条例の一部を改正する条例 

（鈴鹿市職員の育児休業等に関する条例の一部改正） 

第１条 鈴鹿市職員の育児休業等に関する条例（平成４年鈴鹿市条例第１号）の一部

を次のように改正する。 

次の表の改正前欄に掲げる規定を同表の改正後欄に掲げる規定に下線で示すよう

に改正する。 

改 正 後 改 正 前 

（育児休業をしている職員の期末手当等の

支給） 

（育児休業をしている職員の期末手当等の

支給） 

第７条 略 第７条 略 

２ 給与条例第42条の４第１項に規定するそ

れぞれの基準日に育児休業をしている職員

のうち、基準日以前６箇月以内の期間にお

いて勤務した期間がある職員には、当該基

準日に係る勤勉手当を支給する。 

２ 給与条例第42条の４第１項に規定するそ

れぞれの基準日に育児休業をしている職員

（地方公務員法（昭和25年法律第261号）

第22条の２第１項第１号に掲げる職員を除

く。）のうち、基準日以前６箇月以内の期

間において勤務した期間がある職員には、

当該基準日に係る勤勉手当を支給する。 

（育児休業をした職員の職務復帰後におけ

る号給の調整） 

（育児休業をした職員の職務復帰後におけ

る号給の調整） 

第８条 育児休業をした職員（地方公務員法

（昭和25年法律第261号）第22条の２第１

項に規定する会計年度任用職員を除く。）

が職務に復帰した場合において、部内の他 

第８条 育児休業をした職員（地方公務員法

第22条の２第１項に規定する会計年度任用

職員を除く。）が職務に復帰した場合にお

いて、部内の他の職員との均衡上必要があ 
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の職員との均衡上必要があると認められる

ときは、その育児休業の期間を100分の100

以下の換算率により換算して得た期間を引

き続き勤務したものとみなして、その職務

に復帰した日、同日後における最初の職員

の昇給を行う日として規則で定める日（以

下この条において「昇給日」という。）又

はその次の昇給日に、昇給の場合に準じて

その者の号給を調整することができる。 

ると認められるときは、その育児休業の期

間を100分の100以下の換算率により換算し

て得た期間を引き続き勤務したものとみな

して、その職務に復帰した日、同日後にお

ける最初の職員の昇給を行う日として規則

で定める日（以下この条において「昇給

日」という。）又はその次の昇給日に、昇

給の場合に準じてその者の号給を調整する

ことができる。 

（鈴鹿市会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例の一部改正） 

第２条 鈴鹿市会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例（令和元年鈴鹿市

条例第２３号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前欄に掲げる規定を同表の改正後欄に掲げる規定に下線で示すよう

に改正する。 

改 正 後 改 正 前 

目次 目次 

略 略 

第２章 フルタイム会計年度任用職員 第２章 フルタイム会計年度任用職員 

第１節 略 第１節 略 

第２節 手当（第７条－第15条の２） 第２節 手当（第７条－第15条） 

第３章 パートタイム会計年度任用職員 第３章 パートタイム会計年度任用職員 

第１節 略 第１節 略 

第２節 手当（第25条・第25条の２） 第２節 期末手当（第25条） 

第３節 略 第３節 略 

略 略 

（会計年度任用職員の給与） （会計年度任用職員の給与） 

第３条 会計年度任用職員の給与は、フルタ

イム会計年度任用職員にあっては給料、通

勤手当、特殊勤務手当、時間外勤務手当、

第３条 会計年度任用職員の給与は、フルタ

イム会計年度任用職員にあっては給料、通

勤手当、特殊勤務手当、時間外勤務手当、
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休日勤務手当、夜間勤務手当、期末手当及

び勤勉手当とし、パートタイム会計年度任

用職員にあっては報酬、期末手当及び勤勉

手当とする。 

休日勤務手当、夜間勤務手当及び期末手当

とし、パートタイム会計年度任用職員にあ

っては報酬及び期末手当とする。 

第15条  略 第15条  略 

（フルタイム会計年度任用職員の勤勉手

当） 

第15条の２ 給与条例第42条の４の規定は、

任期の定めが６月以上のフルタイム会計年

度任用職員の勤勉手当について準用する。

この場合において、同条第２項第１号中「

100分の102.5」とあるのは「100分の102.5

以下の割合で任命権者が規則等で定める割

合」と読み替えるものとするほか、必要な

技術的読替えは、規則で定める。 

２ 前条第２項及び第３項の規定は、フルタ

イム会計年度任用職員の勤勉手当について

準用する。 

第２節 手当 第２節 期末手当 

第25条  略 第25条  略 

（パートタイム会計年度任用職員の勤勉手

当） 

第25条の２ 給与条例第42条の４の規定は、

任期の定めが６月以上のパートタイム会計

年度任用職員（１週間当たりの勤務時間が

著しく少ない者として任命権者が規則等で

定めるものを除く。以下この条において同

じ。）について準用する。この場合におい

て、同条第２項第１号中「当該職員がそれ

ぞれの基準日現在（退職し、又は死亡した
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職員にあつては、退職し、又は死亡した日

現在。次項において同じ。）において受け

るべき扶養手当の月額及びこれに対する地

域手当の月額の合計額を加算した額に100

分の102.5（特定管理職にあつては、100分

の122.5）を乗じて得た額の総額」とある

のは「100分の48.75以下の割合で任命権者

が規則等で定める割合を乗じて得た額」

と、同条第３項中「それぞれその基準日現

在において職員が受けるべき給料の月額及

びこれに対する地域手当の月額の合計額」

とあるのは「それぞれその基準日（退職

し、又は死亡した職員にあつては、退職

し、又は死亡した日）以前６か月以内のパ

ートタイム会計年度任用職員としての在職

期間における報酬（フルタイム会計年度任

用職員との権衡を考慮して任命権者が規則

等で定める額を除く。）の１月当たりの平

均額」と読み替えるものとする。 

２ 前条第２項及び第３項の規定は、パート

タイム会計年度任用職員の勤勉手当につい

て準用する。 

（会計年度任用職員の給与からの控除） （会計年度任用職員の給与からの控除） 

第30条 給与条例第７条の２の規定は、会計

年度任用職員について準用する。 

第30条 給与条例第７条の２の規定は、フル

タイム会計年度任用職員について準用す

る。 

附 則 

この条例は、令和６年４月１日から施行する。 
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議案第１３号 

鈴鹿市立幼稚園条例の一部改正について 

鈴鹿市立幼稚園条例の一部を改正する条例を次のように制定する。 

令和６年２月２１日提出 

鈴鹿市長 末 松 則 子 

鈴鹿市立幼稚園条例の一部を改正する条例 

（ 別 紙 ） 

提案理由 

鈴鹿市立幼稚園の一部を廃園するについて、地方自治法第９６条第１項の規定に

より、この議案を提出する。 
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（ 別 紙 ） 

鈴鹿市条例第  号 

鈴鹿市立幼稚園条例の一部を改正する条例 

鈴鹿市立幼稚園条例（昭和３２年鈴鹿市条例第６号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前欄に掲げる規定を同表の改正後欄に掲げる規定に下線で示すように

改正する。 

改 正 後 改 正 前 

（名称及び位置） （名称及び位置） 

第２条 市立幼稚園（以下「幼稚園」とい

う。）の名称及び位置は、次のとおりとす

る。 

第２条 市立幼稚園（以下「幼稚園」とい

う。）の名称及び位置は、次のとおりとす

る。 

名称 位置 名称 位置 

鈴鹿市立神戸幼稚園   略 鈴鹿市立神戸幼稚園   略 

鈴鹿市立白子幼稚園 鈴鹿市白子一

丁目12番12号

鈴鹿市立稲生幼稚園 鈴鹿市稲生三

丁目10番１号

鈴鹿市立玉垣幼稚園   略 鈴鹿市立玉垣幼稚園   略 

鈴鹿市立加佐登幼稚園 鈴鹿市高塚町

1087番地の１ 

鈴鹿市立栄幼稚園 鈴鹿市五祝町

1068番地 

  略   略   略   略 

附 則 

この条例は、令和６年４月１日から施行する。 
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議案第１４号 

鈴鹿市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を定め

る条例の一部改正について 

鈴鹿市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を定める条

例の一部を改正する条例を次のように制定する。 

令和６年２月２１日提出 

鈴鹿市長 末 松 則 子 

鈴鹿市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を定め

る条例の一部を改正する条例 

（ 別 紙 ） 

提案理由 

特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業並びに特定子ども・子育て支援施設

等の運営に関する基準の一部改正に伴い、所要の規定整備を行うについて、地方自

治法第９６条第１項の規定により、この議案を提出する。 
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（ 別 紙 ） 

鈴鹿市条例第  号 

鈴鹿市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を定め

る条例の一部を改正する条例 

鈴鹿市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を定める条

例（平成２６年鈴鹿市条例第１４号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前欄に掲げる規定を同表の改正後欄に掲げる規定に下線で示すように

改正する。 

改 正 後 改 正 前 

（特定教育・保育の取扱方針） （特定教育・保育の取扱方針） 

第15条 特定教育・保育施設は、次の各号に

掲げる施設の区分に応じて、当該各号に定

めるものに基づき、小学校就学前子どもの

心身の状況等に応じて、特定教育・保育の

提供を適切に行わなければならない。 

第15条 特定教育・保育施設は、次の各号に

掲げる施設の区分に応じて、当該各号に定

めるものに基づき、小学校就学前子どもの

心身の状況等に応じて、特定教育・保育の

提供を適切に行わなければならない。 

(１) 略 (１) 略

(２) 認定こども園（認定こども園法第３

条第１項又は第３項の認定を受けた施設

及び同条第10項の規定による公示がされ

たものに限る。） 次号及び第４号に掲

げる事項 

(２) 認定こども園（認定こども園法第３

条第１項又は第３項の認定を受けた施設

及び同条第11項の規定による公示がされ

たものに限る。） 次号及び第４号に掲

げる事項 

(３)・(４)  略 (３)・(４)  略 

２  略 ２  略

（掲示等） （掲示） 

第23条 特定教育・保育施設は、当該特定教

育・保育施設の見やすい場所に、運営規程

第23条 特定教育・保育施設は、当該特定教

育・保育施設の見やすい場所に、運営規程
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の概要、職員の勤務の体制、利用者負担そ

の他の利用申込者の特定教育・保育施設の

選択に資すると認められる重要事項を掲示

するとともに、電気通信回線に接続して行

う自動公衆送信（公衆によって直接受信さ

れることを目的として公衆からの求めに応

じ自動的に送信を行うことをいい、放送又

は有線放送に該当するものを除く。）によ

り公衆の閲覧に供しなければならない。 

の概要、職員の勤務の体制、利用者負担そ

の他の利用申込者の特定教育・保育施設の

選択に資すると認められる重要事項を掲示

しなければならない。 

（特別利用教育の基準） （特別利用教育の基準） 

第36条  略 第36条  略 

２  略 ２  略 

３ 特定教育・保育施設が、第１項の規定に

より特別利用教育を提供する場合には、特

定教育・保育には特別利用教育を、施設型

給付費には特例施設型給付費を、それぞれ

含むものとして、前節（第６条第３項及び

第７条第２項を除く。）の規定を適用す

る。この場合において、第６条第２項中「

特定教育・保育施設（認定こども園又は幼

稚 園 に 限 る 。 以 下 こ の 項 に お い て 同

じ。）」とあるのは「特定教育・保育施設

（特別利用教育を提供している施設に限

る。以下この項において同じ。）」と、「

利用の申込みに係る法第19条第１号に掲げ

る小学校就学前子どもの数」とあるのは「

利用の申込みに係る法第19条第２号に掲げ

る小学校就学前子どもの数」と、「法第19

条第１号に掲げる小学校就学前子どもに該

当する教育・保育給付認定子どもの総数」

３ 特定教育・保育施設が、第１項の規定に

より特別利用教育を提供する場合には、特

定教育・保育には特別利用教育を、施設型

給付費には特例施設型給付費を、それぞれ

含むものとして、前節（第６条第３項及び

第７条第２項を除く。）の規定を適用す

る。この場合において、第６条第２項中「

利用の申込みに係る法第19条第１号に掲げ

る小学校就学前子どもの数」とあるのは「

利用の申込みに係る法第19条第２号に掲げ

る小学校就学前子どもの数」と、「法第19

条第１号に掲げる小学校就学前子どもに該

当する教育・保育給付認定子どもの総数」

とあるのは「法第19条第１号又は第２号に

掲げる小学校就学前子どもに該当する教

育・保育給付認定子どもの総数」と、第13

条第２項中「法第27条第３項第１号に掲げ

る額」とあるのは「法第28条第２項第３号
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とあるのは「法第19条第１号又は第２号に

掲げる小学校就学前子どもに該当する教

育・保育給付認定子どもの総数」と、第13

条第２項中「法第27条第３項第１号に掲げ

る額」とあるのは「法第28条第２項第３号

の内閣総理大臣が定める基準により算定し

た費用の額」と、同条第４項第３号イ(ア)

中「教育・保育給付認定子ども」とあるの

は「教育・保育給付認定子ども（特別利用

教育を受ける者を含む。）」と、同号イ(

イ)中「教育・保育給付認定子ども」とあ

るのは「教育・保育給付認定子ども（特別

利用教育を受ける者を除く。）」とする。 

の内閣総理大臣が定める基準により算定し

た費用の額」と、同条第４項第３号イ(ア)

中「教育・保育給付認定子ども」とあるの

は「教育・保育給付認定子ども（特別利用

教育を受ける者を含む。）」と、同号イ(

イ)中「教育・保育給付認定子ども」とあ

るのは「教育・保育給付認定子ども（特別

利用教育を受ける者を除く。）」とする。 

（電磁的記録等） （電磁的記録等） 

第53条  略 第53条  略 

２ 特定教育・保育施設等は、この条例の規

定による書面等の交付又は提出について

は、当該書面等が電磁的記録により作成さ

れている場合には、当該書面等の交付又は

提出に代えて、第４項で定めるところによ

り、教育・保育給付認定保護者の承諾を得

て、当該書面等に記載すべき事項（以下こ

の条において「記載事項」という。）を電

子情報処理組織（特定教育・保育施設等の

使用に係る電子計算機と、教育・保育給付

認定保護者の使用に係る電子計算機とを電

気通信回線で接続した電子情報処理組織を

いう。以下この条において同じ。）を使用

する方法その他の情報通信の技術を利用す

る方法であって次に掲げるもの（以下この

２ 特定教育・保育施設等は、この条例の規

定による書面等の交付又は提出について

は、当該書面等が電磁的記録により作成さ

れている場合には、当該書面等の交付又は

提出に代えて、第４項で定めるところによ

り、教育・保育給付認定保護者の承諾を得

て、当該書面等に記載すべき事項（以下こ

の条において「記載事項」という。）を電

子情報処理組織（特定教育・保育施設等の

使用に係る電子計算機と、教育・保育給付

認定保護者の使用に係る電子計算機とを電

気通信回線で接続した電子情報処理組織を

いう。以下この条において同じ。）を使用

する方法その他の情報通信の技術を利用す

る方法であって次に掲げるもの（以下この
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条において「電磁的方法」という。）によ

り提供することができる。この場合におい

て、当該特定教育・保育施設等は、当該書

面等を交付又は提出したものとみなす。 

条において「電磁的方法」という。）によ

り提供することができる。この場合におい

て、当該特定教育・保育施設等は、当該書

面等を交付又は提出したものとみなす。 

(１) 略 (１) 略

(２) 電磁的記録媒体（電磁的記録に係る

記録媒体をいう。）をもって調製するフ

ァイルに記載事項を記録したものを交付

する方法 

(２) 磁気ディスク、シー・ディー・ロム

その他これらに準ずる方法により一定の

事項を確実に記録しておくことができる

物をもって調製するファイルに記載事項

を記録したものを交付する方法 

３～６  略 ３～６  略 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。ただし、第２３条の改正規定は、令和６年４

月１日から施行する。 

- 34  -



議案第１５号 

鈴鹿市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を定める条例の一

部改正について 

鈴鹿市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部を

改正する条例を次のように制定する。 

令和６年２月２１日提出 

鈴鹿市長 末 松 則 子 

鈴鹿市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を定める条例の一

部を改正する条例 

（ 別 紙 ） 

提案理由 

放課後児童支援員の基準を改めるについて、地方自治法第９６条第１項の規定に

より、この議案を提出する。 
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（ 別 紙 ） 

鈴鹿市条例第  号 

鈴鹿市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を定める条例の一

部を改正する条例 

鈴鹿市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を定める条例（平成２

６年鈴鹿市条例第１６号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前欄に掲げる規定を同表の改正後欄に掲げる規定に下線で示すように

改正する。 

改 正 後 改 正 前 

附 則 附 則 

（職員の経過措置） （職員の経過措置） 

第２条 当分の間、第10条第３項の規定の適

用については、同項中「修了したもの」と

あるのは、「修了したもの（その者の研修

計画を定めた上で、放課後児童支援員とし

ての業務に従事することとなった日から２

年以内に当該研修を修了することを予定し

ている者を含む。）」とする。 

第２条 この条例の施行の日から令和５年３

月31日までの間、第10条第３項の規定の適

用については、同項中「修了したもの」と

あるのは、「修了したもの（令和５年３月

31日までに修了することを予定している者

を含む。）」とする。 

附 則 

この条例は、令和６年４月１日から施行する。 
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議案第１６号 

鈴鹿市国民健康保険条例の一部改正について 

鈴鹿市国民健康保険条例の一部を改正する条例を次のように制定する。 

令和６年２月２１日提出 

鈴鹿市長 末 松 則 子 

鈴鹿市国民健康保険条例の一部を改正する条例 

（ 別 紙 ） 

提案理由 

国民健康保険法施行令の一部改正に伴い、国民健康保険料の後期高齢者支援金等

賦課限度額及び減額の基準を改める等について、地方自治法第９６条第１項の規定

により、この議案を提出する。 
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（ 別 紙 ） 

鈴鹿市条例第  号 

鈴鹿市国民健康保険条例の一部を改正する条例 

鈴鹿市国民健康保険条例（平成２９年鈴鹿市条例第１５号）の一部を次のように改

正する。 

次の表の改正前欄に掲げる規定を同表の改正後欄に掲げる規定に下線で示すように

改正する。 

改 正 後 改 正 前 

（基礎賦課総額） （一般被保険者に係る基礎賦課総額） 

第９条 保険料の賦課額のうち基礎賦課額（

第35条、第36条の２及び第36条の３の規定

により基礎賦課額を減額するものとした場

合にあっては、その減額することとなる額

を含む。）の総額（以下「基礎賦課総額」

という。）は、第１号に掲げる額の見込額

から第２号に掲げる額の見込額を控除した

額を基準として算定した額とする。 

第９条 保険料の賦課額のうち一般被保険者

（法附則第７条第１項に規定する退職被保

険者等（以下「退職被保険者等」とい

う。）以外の被保険者をいう。以下同

じ。）に係る基礎賦課額（第35条、第36条

の２及び第36条の３の規定により基礎賦課

額を減額するものとした場合にあっては、

その減額することとなる額を含む。）の総

額（以下「基礎賦課総額」という。）は、

第１号に掲げる額の見込額から第２号に掲

げる額の見込額を控除した額を基準として

算定した額とする。 

(１) 当該年度における次に掲げる額の合

算額 

(１) 当該年度における次に掲げる額の合

算額 

ア 療養の給付に要する費用の額から当

該給付に係る一部負担金に相当する額

を控除した額並びに入院時食事療養

ア 療養の給付に要する費用（一般被保

険者に係るものに限る。）の額から当

該給付に係る一部負担金に相当する額
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費、入院時生活療養費、保険外併用療

養費、療養費、訪問看護療養費、特別

療養費、移送費、高額療養費及び高額

介護合算療養費の支給に要する費用の

額 

を控除した額並びに入院時食事療養

費、入院時生活療養費、保険外併用療

養費、療養費、訪問看護療養費、特別

療養費、移送費、高額療養費及び高額

介護合算療養費の支給に要する費用（

一般被保険者に係るものに限る。）の

額 

イ 国民健康保険事業費納付金（法附則

第７条の規定により読み替えられた法

第75条の７第１項の国民健康保険事業

費納付金をいう。以下この条において

同じ。）の納付に要する費用（三重県

の国民健康保険に関する特別会計にお

いて負担する高齢者医療確保法の規定

による後期高齢者支援金等（以下「後

期高齢者支援金等」という。）、高齢

者医療確保法の規定による病床転換支

援金等（以下「病床転換支援金等」と

いう。）及び介護保険法（平成９年法

律第123号）の規定による納付金（以

下「介護納付金」という。）の納付に

要する費用に充てる部分を除く。）の

額 

イ 国民健康保険事業費納付金（法附則

第22条の規定により読み替えられた法

第75条の７第１項の国民健康保険事業

費納付金をいう。以下この条において

同じ。）の納付に要する費用（三重県

が行う国民健康保険の一般被保険者に

係るものに限り、三重県の国民健康保

険に関する特別会計において負担する

高齢者医療確保法の規定による後期高

齢者支援金等（以下「後期高齢者支援

金等」という。）、高齢者医療確保法

の規定による病床転換支援金等（以下

「病床転換支援金等」という。）及び

介護保険法（平成９年法律第123号）

の規定による納付金（以下「介護納付

金」という。）の納付に要する費用に

充てる部分を除く。）の額 

ウ～オ  略 ウ～オ  略 

カ その他国民健康保険事業に要する費

用（国民健康保険の事務の執行に要す

る費用を除く。）の額（国民健康保険

事業費納付金の納付に要する費用（三

重県の国民健康保険に関する特別会計

カ その他国民健康保険事業に要する費

用（国民健康保険の事務の執行に要す

る費用を除く。）の額（退職被保険者

等に係る療養の給付に要する費用の額

から当該給付に係る一部負担金に相当
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において負担する後期高齢者支援金等

及び病床転換支援金等並びに介護納付

金の納付に要する費用に充てる部分に

限る。）を除く。） 

する額を控除した額並びに入院時食事

療養費、入院時生活療養費、保険外併

用療養費、療養費、訪問看護療養費、

特別療養費、移送費、高額療養費及び

高額介護合算療養費の支給に要する費

用の額並びに三重県が行う国民健康保

険の一般被保険者に係る国民健康保険

事業費納付金の納付に要する費用（三

重県の国民健康保険に関する特別会計

において負担する後期高齢者支援金等

及び病床転換支援金等並びに介護納付

金の納付に要する費用に充てる部分に

限る。）及び退職被保険者等に係る国

民健康保険事業費納付金の納付に要す

る費用の額を除く。） 

(２) 当該年度における次に掲げる額の合

算額 

(２) 当該年度における次に掲げる額の合

算額 

ア 略 ア 略

イ 法附則第７条の規定により読み替え

られた法第75条の規定により交付を受

ける補助金（国民健康保険事業費納付

金の納付に要する費用（三重県の国民

健康保険に関する特別会計において負

担する後期高齢者支援金等、病床転換

支援金等及び介護納付金の納付に要す

る費用に充てる部分に限る。以下この

イにおいて同じ。）に係るものを除

く。）及び同条の規定により貸し付け

られる貸付金（国民健康保険事業費納

付金の納付に要する費用に係るものを

イ 法附則第22条の規定により読み替え

られた法第75条の規定により交付を受

ける補助金（国民健康保険事業費納付

金の納付に要する費用（三重県の国民

健康保険に関する特別会計において負

担する後期高齢者支援金等、病床転換

支援金等及び介護納付金の納付に要す

る費用に充てる部分に限る。以下この

イにおいて同じ。）に係るものを除

く。）及び同条の規定により貸し付け

られる貸付金（国民健康保険事業費納

付金の納付に要する費用に係るものを
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除く。）の額 除く。）の額 

ウ 法第75条の２第１項の国民健康保険

保険給付費等交付金の額 

ウ 法第75条の２第１項の国民健康保険

保険給付費等交付金（エにおいて「国

民健康保険保険給付費等交付金」とい

う。）（退職被保険者等の療養の給付

等に要する費用（法附則第22条の規定

により読み替えられた法第70条第１項

に規定する療養の給付等に要する費用

をいう。以下同じ。）に係るものを除

く。）の額 

エ その他国民健康保険事業に要する費

用（国民健康保険の事務の執行に要す

る費用を除く。）のための収入（法第

72条の３第１項、第72条の３の２第１

項及び第72条の３の３第１項の規定に

よる繰入金を除く。）の額 

エ その他国民健康保険事業に要する費

用（国民健康保険の事務の執行に要す

る費用を除く。）のための収入（法附

則第９条第１項の規定により読み替え

られた法第72条の３第１項、第72条の

３の２第１項及び第72条の３の３第１

項の規定による繰入金及び国民健康保

険保険給付費等交付金（退職被保険者

等の療養の給付等に要する費用に係る

ものに限る。）を除く。）の額 

（基礎賦課額） （一般被保険者に係る基礎賦課額） 

第10条 保険料の賦課額のうち基礎賦課額

は、当該世帯に属する被保険者につき算定

した所得割額及び被保険者均等割額の合算

額の総額並びに当該世帯につき算定した世

帯別平等割額の合計額とする。 

第10条 保険料の賦課額のうち一般被保険者

に係る基礎賦課額は、当該世帯に属する一

般被保険者につき算定した所得割額及び被

保険者均等割額の合算額の総額並びに当該

世帯につき算定した世帯別平等割額（一般

被保険者と退職被保険者等とが同一の世帯

に属する場合には、当該世帯を一般被保険

者の属する世帯とみなして算定した世帯別

平等割額）の合計額とする。 
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（基礎賦課額の所得割額の算定） （一般被保険者に係る基礎賦課額の所得割

額の算定） 

第11条 前条の所得割額は、被保険者に係る

賦課期日の属する年の前年の所得に係る地

方税法（昭和25年法律第226号）第314条の

２第１項に規定する総所得金額及び山林所

得金額並びに他の所得と区分して計算され

る所得の金額（同法附則第33条の２第５項

に規定する上場株式等に係る配当所得等の

金額（同法附則第35条の２の６第８項又は

第11項の規定の適用がある場合には、その

適用後の金額）、同法附則第33条の３第５

項に規定する土地等に係る事業所得等の金

額、同法附則第34条第４項に規定する長期

譲渡所得の金額（租税特別措置法（昭和32

年法律第26号）第33条の４第１項若しくは

第２項、第34条第１項、第34条の２第１

項、第34条の３第１項、第35条第１項、第

35条の２第１項、第35条の３第１項又は第

36条の規定の適用がある場合には、これら

の規定の適用により同法第31条第１項に規

定する長期譲渡所得の金額から控除する金

額を控除した金額）、地方税法附則第35条

第５項に規定する短期譲渡所得の金額（租

税特別措置法第33条の４第１項若しくは第

２項、第34条第１項、第34条の２第１項、

第34条の３第１項、第35条第１項又は第36

条の規定の適用がある場合には、これらの

規定の適用により同法第32条第１項に規定

する短期譲渡所得の金額から控除する金額

第11条 前条の所得割額は、一般被保険者に

係る賦課期日の属する年の前年の所得に係

る地方税法（昭和25年法律第226号）第314

条の２第１項に規定する総所得金額及び山

林所得金額並びに他の所得と区分して計算

される所得の金額（同法附則第33条の２第

５項に規定する上場株式等に係る配当所得

等の金額（同法附則第35条の２の６第８項

又は第11項の規定の適用がある場合には、

その適用後の金額）、同法附則第33条の３

第５項に規定する土地等に係る事業所得等

の金額、同法附則第34条第４項に規定する

長期譲渡所得の金額（租税特別措置法（昭

和32年法律第26号）第33条の４第１項若し

くは第２項、第34条第１項、第34条の２第

１項、第34条の３第１項、第35条第１項、

第35条の２第１項、第35条の３第１項又は

第36条の規定の適用がある場合には、これ

らの規定の適用により同法第31条第１項に

規定する長期譲渡所得の金額から控除する

金額を控除した金額）、地方税法附則第35

条第５項に規定する短期譲渡所得の金額（

租税特別措置法第33条の４第１項若しくは

第２項、第34条第１項、第34条の２第１

項、第34条の３第１項、第35条第１項又は

第36条の規定の適用がある場合には、これ

らの規定の適用により同法第32条第１項に

規定する短期譲渡所得の金額から控除する
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を控除した金額）、地方税法附則第35条の

２第５項に規定する一般株式等に係る譲渡

所得等の金額（同法附則第35条の３第15項

の規定の適用がある場合には、その適用後

の金額）、同法附則第35条の２の２第５項

に規定する上場株式等に係る譲渡所得等の

金額（同法附則第35条の２の６第11項又は

第35条の３第13項若しくは第15項の規定の

適用がある場合には、その適用後の金

額）、同法附則第35条の４第４項に規定す

る先物取引に係る雑所得等の金額（同法附

則第35条の４の２第７項の規定の適用があ

る場合には、その適用後の金額）、外国居

住者等の所得に対する相互主義による所得

税等の非課税等に関する法律（昭和37年法

律第144号）第８条第２項（同法第12条第

５項及び第16条第２項において準用する場

合を含む。第35条第１項第１号において同

じ。）に規定する特例適用利子等の額、同

法第８条第４項（同法第12条第６項及び第

16条第３項において準用する場合を含む。

同号において同じ。）に規定する特例適用

配当等の額、租税条約等の実施に伴う所得

税法、法人税法及び地方税法の特例等に関

する法律（昭和44年法律第46号。第35条に

おいて「租税条約等実施特例法」とい

う。）第３条の２の２第10項に規定する条

約適用利子等の額及び同条第12項に規定す

る条約適用配当等の額をいう。以下この条

において同じ。）の合計額から地方税法第

金額を控除した金額）、地方税法附則第35

条の２第５項に規定する一般株式等に係る

譲渡所得等の金額（同法附則第35条の３第

15項の規定の適用がある場合には、その適

用後の金額）、同法附則第35条の２の２第

５項に規定する上場株式等に係る譲渡所得

等の金額（同法附則第35条の２の６第11項

又は第35条の３第13項若しくは第15項の規

定の適用がある場合には、その適用後の金

額）、同法附則第35条の４第４項に規定す

る先物取引に係る雑所得等の金額（同法附

則第35条の４の２第７項の規定の適用があ

る場合には、その適用後の金額）、外国居

住者等の所得に対する相互主義による所得

税等の非課税等に関する法律（昭和37年法

律第144号）第８条第２項（同法第12条第

５項及び第16条第２項において準用する場

合を含む。第35条第１項第１号において同

じ。）に規定する特例適用利子等の額、同

法第８条第４項（同法第12条第６項及び第

16条第３項において準用する場合を含む。

同号において同じ。）に規定する特例適用

配当等の額、租税条約等の実施に伴う所得

税法、法人税法及び地方税法の特例等に関

する法律（昭和44年法律第46号。第35条に

おいて「租税条約等実施特例法」とい

う。）第３条の２の２第10項に規定する条

約適用利子等の額及び同条第12項に規定す

る条約適用配当等の額をいう。以下この条

において同じ。）の合計額から地方税法第
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314条の２第２項の規定による控除をした

後の総所得金額及び山林所得金額並びに他

の所得と区分して計算される所得の金額の

合計額（以下「基礎控除後の総所得金額

等」という。）に、次条第１号の所得割の

保険料率を乗じて算定する。 

314条の２第２項の規定による控除をした

後の総所得金額及び山林所得金額並びに他

の所得と区分して計算される所得の金額の

合計額（以下「基礎控除後の総所得金額

等」という。）に、次条第１号の所得割の

保険料率を乗じて算定する。 

２  略 ２  略 

（基礎賦課額の保険料率） （一般被保険者に係る基礎賦課額の保険料

率） 

第12条 基礎賦課額の保険料率は、次のとお

りとする。 

第12条 一般被保険者に係る基礎賦課額の保

険料率は、次のとおりとする。 

(１)・(２)  略 (１)・(２)  略 

(３) 世帯別平等割 アからウまでに掲げ

る世帯の区分に応じ、それぞれアからウ

までに定める額 

(３) 世帯別平等割 アからウまでに掲げ

る世帯の区分に応じ、それぞれアからウ

までに定める額 

ア 略 ア 略

イ 特定世帯（特定同一世帯所属者（法

第６条第８号に該当したことにより被

保険者の資格を喪失した者であって、

当該資格を喪失した日の前日以後継続

して同一の世帯に属するものをいう。

以下同じ。）と同一の世帯に属する被

保険者が属する世帯であって同日の属

する月（以下「特定月」という。）以

後５年を経過する月までの間にあるも

の（当該世帯に他の被保険者がいない

場合に限る。）をいう。以下同じ。） 

１世帯につき10,650円 

イ 特定世帯（特定同一世帯所属者（法

第６条第８号に該当したことにより被

保険者の資格を喪失した者であって、

当該資格を喪失した日の前日以後継続

して同一の世帯に属するものをいう。

以下同じ。）と同一の世帯に属する一

般被保険者が属する世帯であって同日

の属する月（以下「特定月」とい

う。）以後５年を経過する月までの間

にあるもの（当該世帯に他の被保険者

がいない場合に限る。）をいう。以下

同じ。） １世帯につき10,650円 

ウ 特定継続世帯（特定同一世帯所属者

と同一の世帯に属する被保険者が属す

ウ 特定継続世帯（特定同一世帯所属者

と同一の世帯に属する一般被保険者が
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る世帯であって特定月以後５年を経過

する月の翌月から特定月以後８年を経

過する月までの間にあるもの（当該世

帯に他の被保険者がいない場合に限

る。）をいう。以下同じ。） １世帯

につき15,975円 

属する世帯であって特定月以後５年を

経過する月の翌月から特定月以後８年

を経過する月までの間にあるもの（当

該世帯に他の被保険者がいない場合に

限る。）をいう。以下同じ。） １世

帯につき15,975円 

（退職被保険者等に係る基礎賦課額） 

第13条から第16条まで 削除 第13条 保険料の賦課額のうち退職被保険者

等に係る基礎賦課額は、当該世帯に属する

退職被保険者等につき算定した所得割額及

び被保険者均等割額の合算額の総額並びに

当該世帯につき算定した世帯別平等割額の

合計額（退職被保険者等と一般被保険者と

が同一の世帯に属する場合には、所得割額

及び被保険者均等割額の合算額の総額）と

する。 

（退職被保険者等に係る基礎賦課額の所得

割額の算定） 

第14条 前条の所得割額は、退職被保険者等

に係る基礎控除後の総所得金額等に、第12

条第１号の所得割の保険料率を乗じて算定

する。 

（退職被保険者等に係る基礎賦課額の被保

険者均等割額の算定） 

第15条 第13条の被保険者均等割額は、第12

条第２号に規定する額と同額とする。 

（退職被保険者等に係る基礎賦課額の世帯

別平等割額の算定） 

第16条 第13条の世帯別平等割額は、次の各

号に掲げる世帯の区分に応じ、当該各号に
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定める額とする。 

(１) 次号又は第３号に掲げる世帯以外の

世帯 第12条第３号アに規定する額 

(２) 特定同一世帯所属者と同一の世帯に

属する退職被保険者の属する世帯であっ

て特定月以後５年を経過する月までの間

にあるもの（当該世帯に他の被保険者が

いない場合に限る。） 第12条第３号イ

に規定する額 

(３) 特定同一世帯所属者と同一の世帯に

属する退職被保険者の属する世帯であっ

て特定月以後５年を経過する月の翌月か

ら特定月以後８年を経過する月までの間

にあるもの（当該世帯に他の被保険者が

いない場合に限る。） 第12条第３号ウ

に規定する額 

（基礎賦課限度額） （基礎賦課限度額） 

第17条 第10条の基礎賦課額は、65万円を超

えることができない。 

第17条 第10条又は第13条の基礎賦課額（一

般被保険者と退職被保険者等が同一の世帯

に属する場合には、第10条の基礎賦課額と

第13条の基礎賦課額との合算額をいう。第

34条及び第35条第１項において同じ。）

は、65万円を超えることができない。 

（後期高齢者支援金等賦課総額） （一般被保険者に係る後期高齢者支援金等

賦課総額） 

第18条 保険料の賦課額のうち後期高齢者支

援金等賦課額（第35条、第36条の２及び第

36条の３の規定により後期高齢者支援金等

賦課額を減額するものとした場合にあって

は、その減額することになる額を含む。）

第18条 保険料の賦課額のうち一般被保険者

に係る後期高齢者支援金等賦課額（第35

条、第36条の２及び第36条の３の規定によ

り後期高齢者支援金等賦課額を減額するも

のとした場合にあっては、その減額するこ
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の総額（以下「後期高齢者支援金等賦課総

額」という。）は、第１号に掲げる額の見

込額から第２号に掲げる額の見込額を控除

した額を基準として算定した額とする。 

とになる額を含む。）の総額（以下「後期

高齢者支援金等賦課総額」という。）は、

第１号に掲げる額の見込額から第２号に掲

げる額の見込額を控除した額を基準として

算定した額とする。 

(１) 当該年度における国民健康保険事業

費納付金の納付に要する費用（三重県の

国民健康保険に関する特別会計において

負担する後期高齢者支援金等及び病床転

換支援金等の納付に要する費用に係る部

分に限る。次号において同じ。） 

(１) 当該年度における国民健康保険事業

費納付金の納付に要する費用（三重県の

国民健康保険に関する特別会計において

負担する後期高齢者支援金等及び病床転

換支援金等の納付に要する費用に係る部

分であって、三重県が行う国民健康保険

の一般被保険者に係るものに限る。次号

において同じ。） 

(２) 当該年度における次に掲げる額の合

算額 

(２) 当該年度における次に掲げる額の合

算額 

ア 法附則第７条の規定により読み替え

られた法第75条の規定により交付を受

ける補助金（国民健康保険事業費納付

金の納付に要する費用に係るものに限

る。）及び同条の規定により貸し付け

られる貸付金（国民健康保険事業費納

付金の納付に要する費用に係るものに

限る。）の額 

ア 法附則第22条の規定により読み替え

られた法第75条の規定により交付を受

ける補助金（国民健康保険事業費納付

金の納付に要する費用に係るものに限

る。）及び同条の規定により貸し付け

られる貸付金（国民健康保険事業費納

付金の納付に要する費用に係るものに

限る。）の額 

イ その他国民健康保険事業に要する費

用（国民健康保険事業費納付金の納付

に要する費用に限る。）のための収入

（法第72条の３第１項、第72条の３の

２第１項及び第72条の３の３第１項の

規定による繰入金を除く。）の額 

イ その他国民健康保険事業に要する費

用（国民健康保険事業費納付金の納付

に要する費用に限る。）のための収入

（法附則第９条第１項の規定により読

み替えられた法第72条の３第１項、第

72条の３の２第１項及び第72条の３の

３第１項の規定による繰入金を除
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く。）の額 

（後期高齢者支援金等賦課額） （一般被保険者に係る後期高齢者支援金等

賦課額） 

第19条 保険料の賦課額のうち後期高齢者支

援金等賦課額は、当該世帯に属する被保険

者につき算定した所得割額及び被保険者均

等割額の合算額の総額並びに当該世帯につ

き算定した世帯別平等割額の合計額とす

る。 

第19条 保険料の賦課額のうち後期高齢者支

援金等賦課額は、当該世帯に属する一般被

保険者につき算定した所得割額及び被保険

者均等割額の合算額の総額並びに当該世帯

につき算定した世帯別平等割額（一般被保

険者と退職被保険者等とが同一の世帯に属

する場合には、当該世帯を一般被保険者の

属する世帯とみなして算定した世帯別平等

割額）の合計額とする。 

（後期高齢者支援金等賦課額の所得割額の

算定） 

（一般被保険者に係る後期高齢者支援金等

賦課額の所得割額の算定） 

第20条 前条の所得割額は、被保険者に係る

賦課期日の属する年の前年の所得に係る基

礎控除後の総所得金額等に、次条第１号の

所得割の保険料率を乗じて算定する。 

第20条 前条の所得割額は、一般被保険者に

係る賦課期日の属する年の前年の所得に係

る基礎控除後の総所得金額等に、次条第１

号の所得割の保険料率を乗じて算定する。 

（後期高齢者支援金等賦課額の保険料率） （一般被保険者に係る後期高齢者支援金等

賦課額の保険料率） 

第21条 後期高齢者支援金等賦課額の保険料

率は、次のとおりとする。 

第21条 一般被保険者に係る後期高齢者支援

金等賦課額の保険料率は、次のとおりとす

る。 

(１)～(３)  略 (１)～(３)  略 

（退職被保険者等に係る後期高齢者支援金

等賦課額） 

第22条から第25条まで 削除 第22条 保険料の賦課額のうち退職被保険者

等に係る後期高齢者支援金等賦課額は、当

該世帯に属する退職被保険者等につき算定

した所得割額及び被保険者均等割額の合算
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額の総額並びに当該世帯につき算定した世

帯別平等割額の合計額（退職被保険者等と

一般被保険者とが同一の世帯に属する場合

には、所得割額及び被保険者均等割額の合

算額の総額）とする。 

（退職被保険者等に係る後期高齢者支援金

等賦課額の所得割額の算定） 

第23条 前条の所得割額は、退職被保険者等

に係る基礎控除後の総所得金額等に、第21

条第１号の所得割の保険料率を乗じて算定

する。 

（退職被保険者等に係る後期高齢者支援金

等賦課額の被保険者均等割額の算定） 

第24条 第22条の被保険者均等割額は、第21

条第２号に規定する額と同額とする。 

（退職被保険者等に係る後期高齢者支援金

等賦課額の世帯別平等割額の算定） 

第25条 第22条の世帯別平等割額は、次の各

号に掲げる世帯の区分に応じ、当該各号に

定める額とする。 

(１) 次号又は第３号に掲げる世帯以外の

世帯 第21条第３号アに規定する額 

(２) 特定同一世帯所属者と同一の世帯に

属する退職被保険者の属する世帯であっ

て特定月以後５年を経過する月までの間

にあるもの（当該世帯に他の被保険者が

いない場合に限る。） 第21条第３号イ

に規定する額 

(３) 特定同一世帯所属者と同一の世帯に

属する退職被保険者の属する世帯であっ
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て特定月以後５年を経過する月の翌月か

ら特定月以後８年を経過する月までの間

にあるもの（当該世帯に他の被保険者が

いない場合に限る。） 第21条第３号ウ

に規定する額 

（後期高齢者支援金等賦課限度額） （後期高齢者支援金等賦課限度額） 

第26条 第19条の後期高齢者支援金等賦課額

は、24万円を超えることができない。 

第26条 第19条又は第22条の後期高齢者支援

金等賦課額（一般被保険者と退職被保険者

等が同一の世帯に属する場合には、第19条

の後期高齢者支援金等賦課額と第22条の後

期高齢者支援金等賦課額との合算額をい

う。第34条及び第35条第１項において同

じ。）は、22万円を超えることができな

い。 

（介護納付金賦課総額） （介護納付金賦課総額） 

第27条 保険料の賦課額のうち介護納付金賦

課額（第35条及び第36条の３の規定により

介護納付金賦課額を減額するものとした場

合にあっては、その減額することになる額

を含む。）の総額（以下「介護納付金賦課

総額」という。）は、第１号に掲げる額の

見込額から第２号に掲げる額の見込額を控

除した額を基準として算定した額とする。 

第27条 保険料の賦課額のうち介護納付金賦

課額（第35条及び第36条の３の規定により

介護納付金賦課額を減額するものとした場

合にあっては、その減額することになる額

を含む。）の総額（以下「介護納付金賦課

総額」という。）は、第１号に掲げる額の

見込額から第２号に掲げる額の見込額を控

除した額を基準として算定した額とする。 

(１) 略 (１) 略

(２) 当該年度における次に掲げる額の合

算額 

(２) 当該年度における次に掲げる額の合

算額 

ア 法附則第７条の規定により読み替え

られた法第75条の規定により交付を受

ける補助金（国民健康保険事業費納付

金の納付に要する費用に係るものに限

ア 法附則第22条の規定により読み替え

られた法第75条の規定により交付を受

ける補助金（国民健康保険事業費納付

金の納付に要する費用に係るものに限
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る。）及び同条の規定により貸し付け

られる貸付金（国民健康保険事業費納

付金の納付に要する費用に係るものに

限る。）の額 

る。）及び同条の規定により貸し付け

られる貸付金（国民健康保険事業費納

付金の納付に要する費用に係るものに

限る。）の額 

イ その他国民健康保険事業に要する費

用（国民健康保険事業費納付金の納付

に要する費用に限る。）のための収入

（法第72条の３第１項及び第72条の３

の３第１項の規定による繰入金を除

く。）の額 

イ その他国民健康保険事業に要する費

用（国民健康保険事業費納付金の納付

に要する費用に限る。）のための収入

（法附則第９条第１項の規定により読

み替えられた法第72条の３第１項及び

第72条の３の３第１項の規定による繰

入金を除く。）の額 

（賦課期日後において納付義務の発生若し

くは消滅又は被保険者数の異動等があった

場合における基礎賦課額等の算定） 

（賦課期日後において納付義務の発生若し

くは消滅又は被保険者数の異動等があった

場合における基礎賦課額等の算定） 

第34条 保険料の賦課期日後に納付義務が発

生し、若しくは１世帯に属する被保険者数

が増加し、若しくは減少し、若しくは１世

帯に属する被保険者が介護納付金賦課被保

険者となり、若しくは介護納付金賦課被保

険者でなくなり、若しくは法施行令第29条

の７の２第２項に規定する特例対象被保険

者等（以下「特例対象被保険者等」とい

う。）となった場合における当該納付義務

者に係る第10条若しくは第19条の額（被保

険者数が増加し、若しくは減少した場合（

特定同一世帯所属者に該当することにより

被保険者数が減少した場合を除く。）又は

特例対象被保険者等となった場合における

当該納付義務者に係る世帯別平等割額を除

く。）若しくは第28条の額又は次条第１項

第34条 保険料の賦課期日後に納付義務が発

生し、若しくは１世帯に属する被保険者数

が増加し、若しくは減少し、若しくは１世

帯に属する被保険者が介護納付金賦課被保

険者となり、若しくは介護納付金賦課被保

険者でなくなり、若しくは法施行令第29条

の７の２第２項に規定する特例対象被保険

者等（以下「特例対象被保険者等」とい

う。）となった場合における当該納付義務

者に係る第10条、第13条、第19条若しくは

第22条の額（被保険者数が増加し、若しく

は減少した場合（特定同一世帯所属者に該

当することにより被保険者数が減少した場

合を除く。）又は特例対象被保険者等とな

った場合における当該納付義務者に係る世

帯別平等割額を除く。）若しくは第28条の
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各号（同条第３項又は第４項の規定により

読み替えて準用する場合を含む。次項にお

いて同じ。）に定める額、第36条の２第１

項（同条第２項の規定により読み替えて準

用する場合を含む。次項において同じ。）

に定める第12条の基礎賦課額の被保険者均

等割の保険料率にそれぞれ10分の５を乗じ

て得た額、第36条の２第３項第１号（同条

第４項の規定により読み替えて準用する場

合を含む。次項において同じ。）に定める

額、第36条の３第１項各号（同条第３項又

は第４項の規定により読み替えて準用する

場合を含む。次項において同じ。）に定め

る額若しくは同条第５項各号（同条第７項

又は第８項の規定により読み替えて準用す

る場合を含む。次項において同じ。）に定

める額の算定は、それぞれ、その納付義務

が発生し、若しくは被保険者数が増加し、

若しくは減少した日（法第６条第１号から

第８号までの規定のいずれかに該当したこ

とにより被保険者数が減少した場合におい

ては、その減少した日が月の初日であると

きに限り、その前日とする。）又は１世帯

に属する被保険者が介護納付金賦課被保険

者となり、若しくは介護納付金賦課被保険

者でなくなった日若しくは特例対象被保険

者等となった日の属する月から、月割をも

って行う。 

額又は次条第１項各号（同条第３項又は第

４項の規定により読み替えて準用する場合

を含む。次項において同じ。）に定める

額、第36条の２第１項（同条第２項の規定

により読み替えて準用する場合を含む。次

項において同じ。）に定める第12条若しく

は第15条の基礎賦課額の被保険者均等割の

保険料率にそれぞれ10分の５を乗じて得た

額、第36条の２第３項第１号（同条第４項

の規定により読み替えて準用する場合を含

む。次項において同じ。）に定める額、第

36条の３第１項各号（同条第３項又は第４

項の規定により読み替えて準用する場合を

含む。次項において同じ。）に定める額若

しくは同条第５項各号（同条第７項又は第

８項の規定により読み替えて準用する場合

を含む。次項において同じ。）に定める額

の算定は、それぞれ、その納付義務が発生

し、若しくは被保険者数が増加し、若しく

は減少した日（法第６条第１号から第８号

までの規定のいずれかに該当したことによ

り被保険者数が減少した場合においては、

その減少した日が月の初日であるときに限

り、その前日とする。）又は１世帯に属す

る被保険者が介護納付金賦課被保険者とな

り、若しくは介護納付金賦課被保険者でな

くなった日若しくは特例対象被保険者等と

なった日の属する月から、月割をもって行

う。 

２ 保険料の賦課期日後に納付義務が消滅し ２ 保険料の賦課期日後に納付義務が消滅し
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た場合における当該納付義務者に係る第10

条若しくは第19条の額若しくは第28条の額

又は次条第１項各号に定める額、第36条の

２第１項に定める第12条の基礎賦課額の被

保険者均等割の保険料率にそれぞれ10分の

５を乗じて得た額、第36条の２第３項第１

号に定める額、第36条の３第１項各号に定

める額若しくは同条第５項各号に定める額

の算定は、その納付義務が消滅した日（法

第６条第１号から第８号までの規定のいず

れかに該当したことにより納付義務が消滅

した場合においては、その消滅した日が月

の初日であるときに限り、その前日とす

る。）の属する月の前月まで、月割をもっ

て行う。 

た場合における当該納付義務者に係る第10

条、第13条、第19条若しくは第22条の額若

しくは第28条の額又は次条第１項各号に定

める額、第36条の２第１項に定める第12条

若しくは第15条の基礎賦課額の被保険者均

等割の保険料率にそれぞれ10分の５を乗じ

て得た額、第36条の２第３項第１号に定め

る額、第36条の３第１項各号に定める額若

しくは同条第５項各号に定める額の算定

は、その納付義務が消滅した日（法第６条

第１号から第８号までの規定のいずれかに

該当したことにより納付義務が消滅した場

合においては、その消滅した日が月の初日

であるときに限り、その前日とする。）の

属する月の前月まで、月割をもって行う。 

（低所得者の保険料の減額） （低所得者の保険料の減額） 

第35条 次の各号に該当する納付義務者に対

して課する保険料の賦課額のうち基礎賦課

額は、第10条の基礎賦課額から、それぞ

れ、当該各号に定める額を減額して得た額

（当該減額して得た額が65万円を超える場

合には、65万円）とする。 

第35条 次の各号に該当する納付義務者に対

して課する保険料の賦課額のうち基礎賦課

額は、第10条又は第13条の基礎賦課額か

ら、それぞれ、当該各号に定める額を減額

して得た額（当該減額して得た額が65万円

を超える場合には、65万円）とする。 

(１) 略 (１) 略

(２) 前号に規定する総所得金額及び山林

所得金額並びに他の所得と区分して計算

される所得の金額の合算額が、地方税法

第314条の２第２項第１号に定める金額

（世帯主等のうち給与所得者等の数が２

以上の場合にあっては、同号に定める金

額に当該給与所得者等の数から１を減じ

(２) 前号に規定する総所得金額及び山林

所得金額並びに他の所得と区分して計算

される所得の金額の合算額が、地方税法

第314条の２第２項第１号に定める金額

（世帯主等のうち給与所得者等の数が２

以上の場合にあっては、同号に定める金

額に当該給与所得者等の数から１を減じ
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た数に10万円を乗じて得た金額を加えた

金額）に29万５千円に当該年度の保険料

賦課期日（賦課期日後に保険料の納付義

務が発生した場合にはその発生した日と

する。）現在において当該世帯に属する

被保険者の数と特定同一世帯所属者の数

の合計数を乗じて得た額を加算した金額

を超えない世帯に係る保険料の納付義務

者であって前号に該当する者以外の者 

アに掲げる額に当該世帯に属する被保険

者のうち、当該年度分の基礎賦課額の被

保険者均等割額の算定の対象とされるも

のの数を乗じて得た額とイに掲げる額と

を合算した額 

た数に10万円を乗じて得た金額を加えた

金額）に29万円に当該年度の保険料賦課

期日（賦課期日後に保険料の納付義務が

発生した場合にはその発生した日とす

る。）現在において当該世帯に属する被

保険者の数と特定同一世帯所属者の数の

合計数を乗じて得た額を加算した金額を

超えない世帯に係る保険料の納付義務者

であって前号に該当する者以外の者 ア

に掲げる額に当該世帯に属する被保険者

のうち、当該年度分の基礎賦課額の被保

険者均等割額の算定の対象とされるもの

の数を乗じて得た額とイに掲げる額とを

合算した額 

ア・イ  略 ア・イ  略 

(３) 第１号に規定する総所得金額及び山

林所得金額並びに他の所得と区分して計

算される所得の金額の合算額が、地方税

法第314条の２第２項第１号に定める金

額（世帯主等のうち給与所得者等の数が

２以上の場合にあっては、同号に定める

金額に当該給与所得者等の数から１を減

じた数に10万円を乗じて得た金額を加え

た金額）に54万５千円に当該年度の保険

料賦課期日（賦課期日後に保険料の納付

義務が発生した場合にはその発生した日

とする。）現在において当該世帯に属す

る被保険者の数と特定同一世帯所属者の

数の合計数を乗じて得た額を加算した金

額を超えない世帯に係る保険料の納付義

(３) 第１号に規定する総所得金額及び山

林所得金額並びに他の所得と区分して計

算される所得の金額の合算額が、地方税

法第314条の２第２項第１号に定める金

額（世帯主等のうち給与所得者等の数が

２以上の場合にあっては、同号に定める

金額に当該給与所得者等の数から１を減

じた数に10万円を乗じて得た金額を加え

た金額）に53万５千円に当該年度の保険

料賦課期日（賦課期日後に保険料の納付

義務が発生した場合にはその発生した日

とする。）現在において当該世帯に属す

る被保険者の数と特定同一世帯所属者の

数の合計数を乗じて得た額を加算した金

額を超えない世帯に係る保険料の納付義
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務者であって前２号に該当する者以外の

者 アに掲げる額に当該世帯に属する被

保険者のうち当該年度分の基礎賦課額の

被保険者均等割額の算定の対象とされる

ものの数を乗じて得た額とイに掲げる額

とを合算した額 

務者であって前２号に該当する者以外の

者 アに掲げる額に当該世帯に属する被

保険者のうち当該年度分の基礎賦課額の

被保険者均等割額の算定の対象とされる

ものの数を乗じて得た額とイに掲げる額

とを合算した額 

ア・イ  略 ア・イ  略 

２  略 ２  略

３ 前２項の規定は、後期高齢者支援金等賦

課額の減額について準用する。この場合に

おいて、第１項中「基礎賦課額」とあるの

は「後期高齢者支援金等賦課額」と、「第

10条」とあるのは「第19条」と、「65万

円」とあるのは「24万円」と読み替えるも

のとする。 

３ 前２項の規定は、後期高齢者支援金等賦

課額の減額について準用する。この場合に

おいて、第１項中「基礎賦課額」とあるの

は「後期高齢者支援金等賦課額」と、「第

10条又は第13条」とあるのは「第19条又は

第22条」と、「65万円」とあるのは「22万

円」と読み替えるものとする。 

４ 第１項及び第２項の規定は、介護納付金

賦課額の減額について準用する。この場合

において、第１項中「基礎賦課額」とある

のは「介護納付金賦課額」と、「第10条」

とあるのは「第28条」と、「65万円」とあ

るのは「17万円」と読み替えるものとす

る。 

４ 第１項及び第２項の規定は、介護納付金

賦課額の減額について準用する。この場合

において、第１項中「基礎賦課額」とある

のは「介護納付金賦課額」と、「第10条又

は第13条」とあるのは「第28条」と、「65

万円」とあるのは「17万円」と読み替える

ものとする。 

（未就学児の被保険者均等割額の減額） （未就学児の被保険者均等割額の減額） 

第36条の２ 当該年度において、その世帯に

６歳に達する日以後の最初の３月31日以前

である被保険者（以下「未就学児」とい

う。）がある場合における当該被保険者に

係る当該年度分の基礎賦課額の被保険者均

等割額は、第12条の基礎賦課額の被保険者

均等割の保険料率から、当該保険料率に、

第36条の２ 当該年度において、その世帯に

６歳に達する日以後の最初の３月31日以前

である被保険者（以下「未就学児」とい

う。）がある場合における当該被保険者に

係る当該年度分の基礎賦課額の被保険者均

等割額は、第12条又は第15条の基礎賦課額

の被保険者均等割の保険料率から、当該保
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それぞれ、10分の５を乗じて得た額を控除

して得た額とする（第３項に掲げる場合を

除く。）。 

険料率に、それぞれ、10分の５を乗じて得

た額を控除して得た額とする（第３項に掲

げる場合を除く。）。 

２ 前項の規定は、後期高齢者支援金等賦課

額の減額について準用する。この場合にお

いて、同項中「基礎賦課額」とあるのは「

後期高齢者支援金等賦課額」と、「第12

条」とあるのは「第21条」と読み替えるも

のとする。 

２ 前項の規定は、後期高齢者支援金等賦課

額の減額について準用する。この場合にお

いて、同項中「基礎賦課額」とあるのは「

後期高齢者支援金等賦課額」と、「第12条

又は第15条」とあるのは「第21条又は第24

条」と読み替えるものとする。 

３ 当該年度において、第35条に規定する基

準に従い保険料を減額するものとした納付

義務者の世帯に未就学児がある場合におけ

る当該未就学児に係る当該年度分の基礎賦

課額の被保険者均等割額は、第１号に掲げ

る額から第２号に掲げる額を控除して得た

額とする。 

３ 当該年度において、第35条に規定する基

準に従い保険料を減額するものとした納付

義務者の世帯に未就学児がある場合におけ

る当該未就学児に係る当該年度分の基礎賦

課額の被保険者均等割額は、第１号に掲げ

る額から第２号に掲げる額を控除して得た

額とする。 

(１) 第12条の基礎賦課額の被保険者均等

割の保険料率から、当該保険料率に第35

条第１項各号に規定する場合に応じてそ

れぞれ同項各号アに掲げる割合を乗じて

得た額を控除して得た額 

(１) 第12条又は第15条の基礎賦課額の被

保険者均等割の保険料率から、当該保険

料率に第35条第１項各号に規定する場合

に応じてそれぞれ同項各号アに掲げる割

合を乗じて得た額を控除して得た額 

(２) 略 (２) 略

４ 前項の規定は、後期高齢者支援金等賦課

額の減額について準用する。この場合にお

いて、同項中「基礎賦課額」とあるのは「

後期高齢者支援金等賦課額」と、「第12

条」とあるのは「第21条」と読み替えるも

のとする。 

４ 前項の規定は、後期高齢者支援金等賦課

額の減額について準用する。この場合にお

いて、同項中「基礎賦課額」とあるのは「

後期高齢者支援金等賦課額」と、「第12条

又は第15条」とあるのは「第21条又は第24

条」と読み替えるものとする。 

（出産被保険者の保険料の減額） （出産被保険者の保険料の減額） 

第36条の３ 当該年度において、世帯に出産 第36条の３ 当該年度において、世帯に出産
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被保険者（法施行令第29条の７第５項第８

号に規定する出産被保険者をいう。以下同

じ。）がある場合における当該世帯の納付

義務者に対して課する保険料の賦課額のう

ち基礎賦課額は、第10条の基礎賦課額か

ら、次に掲げる額の合算額を減額して得た

額（当該減額して得た額が65万円を超える

場合には、65万円）とする（第５項に掲げ

る場合を除く。）。 

被保険者（法施行令第29条の７第５項第８

号に規定する出産被保険者をいう。以下同

じ。）がある場合における当該世帯の納付

義務者に対して課する保険料の賦課額のう

ち基礎賦課額は、第10条又は第13条の基礎

賦課額から、次に掲げる額の合算額を減額

して得た額（当該減額して得た額が65万円

を超える場合には、65万円）とする（第５

項に掲げる場合を除く。）。 

(１)・(２)  略 (１)・(２)  略 

２ 略 ２ 略

３ 前２項の規定は、後期高齢者支援金等賦

課額の減額について準用する。この場合に

おいて、第１項中「基礎賦課額」とあるの

は「後期高齢者支援金等賦課額」と、「第

10条」とあるのは「第19条」と、「65万

円」とあるのは「24万円」と読み替えるも

のとする。 

３ 前２項の規定は、後期高齢者支援金等賦

課額の減額について準用する。この場合に

おいて、第１項中「基礎賦課額」とあるの

は「後期高齢者支援金等賦課額」と、「第

10条又は第13条」とあるのは「第19条又は

第22条」と、「65万円」とあるのは「22万

円」と読み替えるものとする。 

４ 第１項及び第２項の規定は、介護納付金

賦課額の減額について準用する。この場合

において、第１項中「規定する出産被保険

者をいう。以下同じ。」とあるのは「規定

する出産被保険者（介護納付金賦課被保険

者である者に限る。）をいう。以下この項

において同じ。」と、「基礎賦課額」とあ

るのは「介護納付金賦課額」と、「第10

条」とあるのは「第28条」と、「65万円」

とあるのは「17万円」と読み替えるものと

する。 

４ 第１項及び第２項の規定は、介護納付金

賦課額の減額について準用する。この場合

において、第１項中「規定する出産被保険

者をいう。以下同じ。」とあるのは「規定

する出産被保険者（介護納付金賦課被保険

者である者に限る。）をいう。以下この項

において同じ。」と、「基礎賦課額」とあ

るのは「介護納付金賦課額」と、「第10条

又は第13条」とあるのは「第28条」と、「

65万円」とあるのは「17万円」と読み替え

るものとする。 

５ 当該年度において、第35条に規定する基 ５ 当該年度において、第35条に規定する基
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準に従い保険料を減額するものとした納付

義務者の世帯に出産被保険者がある場合に

おける当該世帯の納付義務者に対して課す

る保険料の賦課額のうち基礎賦課額は、当

該減額後の第10条の基礎賦課額から、次に

掲げる額の合算額を減額して得た額（当該

減額して得た額が65万円を超える場合に

は、65万円）とする。 

準に従い保険料を減額するものとした納付

義務者の世帯に出産被保険者がある場合に

おける当該世帯の納付義務者に対して課す

る保険料の賦課額のうち基礎賦課額は、当

該減額後の第10条又は第13条の基礎賦課額

から、次に掲げる額の合算額を減額して得

た額（当該減額して得た額が65万円を超え

る場合には、65万円）とする。 

(１)・(２)  略 (１)・(２)  略 

６  略 ６  略

７ 前２項の規定は、後期高齢者支援金等賦

課額の減額について準用する。この場合に

おいて、第５項中「基礎賦課額」とあるの

は「後期高齢者支援金等賦課額」と、「第

10条」とあるのは「第19条」と、「65万

円」とあるのは「24万円」と読み替えるも

のとする。 

７ 前２項の規定は、後期高齢者支援金等賦

課額の減額について準用する。この場合に

おいて、第５項中「基礎賦課額」とあるの

は「後期高齢者支援金等賦課額」と、「第

10条又は第13条」とあるのは「第19条又は

第22条」と、「65万円」とあるのは「22万

円」と読み替えるものとする。 

８ 第５項及び第６項の規定は、介護納付金

賦課額の減額について準用する。この場合

において、第５項中「出産被保険者が」と

あるのは「出産被保険者（介護納付金賦課

被保険者である者に限る。以下この項にお

いて同じ。）が」と、「基礎賦課額」とあ

るのは「介護納付金賦課額」と、「第10

条」とあるのは「第28条」と、「65万円」

とあるのは「17万円」と読み替えるものと

する。 

８ 第５項及び第６項の規定は、介護納付金

賦課額の減額について準用する。この場合

において、第５項中「出産被保険者が」と

あるのは「出産被保険者（介護納付金賦課

被保険者である者に限る。以下この項にお

いて同じ。）が」と、「基礎賦課額」とあ

るのは「介護納付金賦課額」と、「第10条

又は第13条」とあるのは「第28条」と、「

65万円」とあるのは「17万円」と読み替え

るものとする。 

（保険料の端数計算） （保険料の端数計算） 

第37条 保険料を計算する場合において、第

10条、第19条、第28条、第34条、第35条の

第37条 保険料を計算する場合において、第

10条、第13条、第19条、第22条、第28条、
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基礎賦課額、後期高齢者支援金等賦課額及

び介護納付金賦課額に100円未満の端数が

あるとき、又はその全額が100円未満であ

るときは、その端数金額又はその全額を切

り捨てる。 

第34条、第35条の基礎賦課額、後期高齢者

支援金等賦課額及び介護納付金賦課額に

100円未満の端数があるとき、又はその全

額が100円未満であるときは、その端数金

額又はその全額を切り捨てる。この場合に

おいて、一般被保険者と退職被保険者等と

が同一の世帯に属する場合には、一般被保

険者に係る基礎賦課額と退職被保険者等に

係る基礎賦課額との合算額、一般被保険者

に係る後期高齢者支援金等賦課額と退職被

保険者等に係る後期高齢者支援金等賦課額

との合算額について端数計算するものとす 

る。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和６年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ 改正後の第６章の規定は、令和６年度以後の年度分の保険料について適用し、令

和５年度以前の年度分の保険料については、なお従前の例による。 
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議案第１７号 

鈴鹿市市営住宅条例の一部改正について 

鈴鹿市市営住宅条例の一部を改正する条例を次のように制定する。 

令和６年２月２１日提出 

鈴鹿市長 末 松 則 子 

鈴鹿市市営住宅条例の一部を改正する条例 

（ 別 紙 ） 

提案理由 

配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に関する法律の一部改正に伴い、市

営住宅の入居者の資格を改めるについて、地方自治法第９６条第１項の規定により、

この議案を提出する。 
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（ 別 紙 ） 

鈴鹿市条例第  号 

鈴鹿市市営住宅条例の一部を改正する条例 

鈴鹿市市営住宅条例（平成９年鈴鹿市条例第４３号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前欄に掲げる規定を同表の改正後欄に掲げる規定に下線で示すように

改正する。 

改 正 後 改 正 前 

（入居者の資格） （入居者の資格） 

第５条  略 第５条  略 

２ 前項に規定する老人、身体障害者その他

の特に居住の安定を図る必要がある者は、

次の各号のいずれかに該当する者とする。

ただし、身体上又は精神上著しい障害があ

るために常時の介護を必要とし、かつ、居

宅においてこれを受けることができず、又

は受けることが困難であると認められる者

を除く。 

２ 前項に規定する老人、身体障害者その他

の特に居住の安定を図る必要がある者は、

次の各号のいずれかに該当する者とする。

ただし、身体上又は精神上著しい障害があ

るために常時の介護を必要とし、かつ、居

宅においてこれを受けることができず、又

は受けることが困難であると認められる者

を除く。 

(１)～(７)  略 (１)～(７)  略 

(８) 配偶者からの暴力の防止及び被害者

の保護等に関する法律（平成13年法律第

31号。以下この号において「配偶者暴力

防止等法」という。）第１条第２項に規

定する被害者でア又はイのいずれかに該

当するもの 

(８) 配偶者からの暴力の防止及び被害者

の保護等に関する法律（平成13年法律第

31号。以下この号において「配偶者暴力

防止等法」という。）第１条第２項に規

定する被害者でア又はイのいずれかに該

当するもの 

ア 略 ア 略

イ 配偶者暴力防止等法第10条第１項又 イ 配偶者暴力防止等法第10条第１項の
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は第10条の２の規定により裁判所がし

た命令の申立てを行った者で当該命令

がその効力を生じた日から起算して５

年を経過していないもの 

規定により裁判所がした命令の申立て

を行った者で当該命令がその効力を生

じた日から起算して５年を経過してい

ないもの 

附 則 

この条例は、令和６年４月１日から施行する。 
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議案第１８号 

鈴鹿市景観づくり条例の一部改正について 

鈴鹿市景観づくり条例の一部を改正する条例を次のように制定する。 

令和６年２月２１日提出 

鈴鹿市長 末 松 則 子 

鈴鹿市景観づくり条例の一部を改正する条例 

（ 別 紙 ） 

提案理由 

景観計画区域内において届出を要する行為に木竹の伐採を追加する等について、

地方自治法第９６条第１項の規定により、この議案を提出する。 
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（ 別 紙 ） 

鈴鹿市条例第  号 

鈴鹿市景観づくり条例の一部を改正する条例 

鈴鹿市景観づくり条例（平成２０年鈴鹿市条例第２９号）の一部を次のように改正

する。 

次の表の改正前欄に掲げる規定を同表の改正後欄に掲げる規定に下線で示すように

改正する。 

改 正 後 改 正 前 

（届出を要する行為等） （届出を要する行為等） 

第７条 法第16条第１項第４号の条例で定め

る届出（同条第５項の規定による通知を含

む。以下この条において同じ。）を要する

行為は、次に掲げる行為とする。 

第７条 法第16条第１項第４号の条例で定め

る届出（同条第５項の規定による通知を含

む。以下この条において同じ。）を要する

行為は、次に掲げる行為とする。 

(１) 略 (１) 略

(２) 木竹の伐採

(３) 略 (２) 略

２  略 ２  略 

３ 法第16条第７項第11号の条例で定める届

出を要しない行為は、次に掲げる行為とす

る。 

３ 法第16条第７項第11号の条例で定める届

出を要しない行為は、次に掲げる行為とす

る。 

(１)～(５)  略 (１)～(５)  略 

(６) 法第16条第１項各号の規定による届

出を要する行為（同項第２号に掲げる行

為にあっては、規則で定める工作物に係

る行為に限る。）で、規則で定める基準

に該当するもの 

(６) 法第16条第１項各号の規定による届

出を要する行為（同項第２号に掲げる行

為にあっては、規則で定める工作物に係

る行為に限る。）で、規則で定める規模

以下のもの 
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(７)・(８)  略 (７)・(８)  略 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和６年１０月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ 改正後の第７条第１項の規定は、この条例の施行の日以後に景観法（平成１６年

法律第１１０号）第１６条第１項の規定による届出及び同条第５項の規定による通

知（以下「届出等」という。）を要する行為について適用し、同日前に届出等がさ

れた行為については、なお従前の例による。 
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議案第１９号 

鈴鹿市消防団条例の一部改正について 

鈴鹿市消防団条例の一部を改正する条例を次のように制定する。 

 

 

 

 

 

令和６年２月２１日提出 

 

鈴鹿市長 末 松 則 子 

 

 

 

鈴鹿市消防団条例の一部を改正する条例 

（ 別 紙 ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提案理由 

消防団員の定員を増員するとともに、消防団に機能別団員を設置するについ

て、地方自治法第９６条第１項の規定により、この議案を提出する。 
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（ 別 紙 ） 

鈴鹿市条例第  号 

鈴鹿市消防団条例の一部を改正する条例 

鈴鹿市消防団条例（平成２６年鈴鹿市条例第３号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前欄に掲げる規定を同表の改正後欄に掲げる規定に下線で示すように

改正する。 

改 正 後 改 正 前 

（定員） （定員） 

第３条 消防団員の定員は、505人とする。 第３条 消防団員の定員は、475人とする。 

（消防団員の種類） （消防団員の種類） 

第３条の２ 消防団員の種類は、基本団員及

び機能別団員とする。 

第３条の２ 消防団員の種類は、基本団員及

び大規模災害対応団員とする。 

２ 基本団員は、機能別団員以外の消防団員

とする。 

２ 基本団員は、大規模災害対応団員以外の

消防団員とする。 

３ 機能別団員は、市長が定める特定の事務

に従事する消防団員とする。 

３ 大規模災害対応団員は、市長が定める特

定の事務に従事する消防団員とする。 

（報酬） （報酬） 

第６条 略 第６条 略 

２ 年額報酬は、４月１日から翌年３月31日

までの期間について、次の各号に掲げる区

分に応じ、当該各号に定める額を支給す

る。 

２ 年額報酬は、４月１日から翌年３月31日

までの期間について、次の各号に掲げる区

分に応じ、当該各号に定める額を支給す

る。 

(１) 略 (１) 略

(２) 機能別団員 6,000円 (２) 大規模災害対応団員 6,000円

３～５ 略 ３～５ 略 

附 則 

この条例は、令和６年４月１日から施行する。 
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議案第２０号 

鈴鹿市消防団員等公務災害補償条例の一部改正について 

鈴鹿市消防団員等公務災害補償条例の一部を改正する条例を次のように制定する。 

令和６年２月２１日提出 

鈴鹿市長 末 松 則 子 

鈴鹿市消防団員等公務災害補償条例の一部を改正する条例 

（ 別 紙 ） 

提案理由 

非常勤消防団員等に係る損害補償の基準を定める政令の一部改正に伴い、非常勤

消防団員等の補償基礎額を改めるについて、地方自治法第９６条第１項の規定によ

り、この議案を提出する。 
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（ 別 紙 ） 

鈴鹿市条例第  号 

鈴鹿市消防団員等公務災害補償条例の一部を改正する条例 

鈴鹿市消防団員等公務災害補償条例（昭和４１年鈴鹿市条例第２１号）の一部を次

のように改正する。 

次の表の改正前欄に掲げる規定を同表の改正後欄に掲げる規定に下線で示すように

改正する。 

改 正 後 改 正 前 

（補償基礎額） （補償基礎額） 

第５条  略 第５条  略 

２ 前項の補償基礎額は、次に定めるところ

による。 

２ 前項の補償基礎額は、次に定めるところ

による。 

(１) 略 (１) 略

(２) 消防作業従事者、救急業務協力者若

しくは水防従事者又は応急措置従事者（

以下「消防作業従事者等」という。）が

消防作業等に従事し、若しくは救急業務

に協力し、又は応急措置の業務に従事し

たことにより死亡し、負傷し、若しくは

疾病にかかり、又は消防作業等に従事

し、若しくは救急業務に協力し、又は応

急措置の業務に従事したことによる負傷

若しくは疾病により死亡し、若しくは障

害の状態となつた場合には、9,100円と

する。ただし、その額が、その者の通常

得ている収入の日額に比して公正を欠く

(２) 消防作業従事者、救急業務協力者若

しくは水防従事者又は応急措置従事者（

以下「消防作業従事者等」という。）が

消防作業等に従事し、若しくは救急業務

に協力し、又は応急措置の業務に従事し

たことにより死亡し、負傷し、若しくは

疾病にかかり、又は消防作業等に従事

し、若しくは救急業務に協力し、又は応

急措置の業務に従事したことによる負傷

若しくは疾病により死亡し、若しくは障

害の状態となつた場合には、8,900円と

する。ただし、その額が、その者の通常

得ている収入の日額に比して公正を欠く
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と認められるときは、14,200円を超えな

い範囲内においてこれを増額した額とす

ることができる。 

と認められるときは、14,200円を超えな

い範囲内においてこれを増額した額とす

ることができる。 

３・４  略 ３・４  略 

別表 補償基礎額表（第５条関係） 別表 補償基礎額表（第５条関係） 

（単位 円） （単位 円） 

階級 

勤務年数 

階級 

勤務年数 

10年未

満 

10年以

上20年

未満 

20年以

上 

10年未

満 

10年以

上20年

未満 

20年以

上 

団長及び副団

長 
12,500 13,350 14,200 

団長及び副団

長 
12,440 13,320 14,200 

分団長及び副

分団長 
10,800 11,650 12,500 

分団長及び副

分団長 
10,670 11,550 12,440 

部長、班長及

び団員 
9,100 9,950 10,800 

部長、班長及

び団員 
8,900 9,790 10,670 

備考 備考 

  略   略 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和６年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例による改正後の第５条第２項及び別表の規定は、この条例の施行の日以

後に支給すべき事由の生じた鈴鹿市消防団員等公務災害補償条例第４条に規定する

損害補償（以下この項において「損害補償」という。）並びに同日前に支給すべき

事由の生じた同日以後の期間に係る同条第３号に規定する傷病補償年金、同条第４

号イに規定する障害補償年金及び同条第６号イに規定する遺族補償年金（以下この

項において「傷病補償年金等」という。）について適用し、同日前に支給すべき事

由の生じた損害補償（傷病補償年金等を除く。）及び同日前に支給すべき事由の生

- 78  -



じた同日前の期間に係る傷病補償年金等については、なお従前の例による。 
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議案第２１号 

工事請負契約の締結について 

次のとおり工事請負契約を締結する。 

令和６年２月２１日提出 

鈴鹿市長 末 松 則 子 

１ 工 事 名  鈴鹿市クリーンセンター整備事業建設工事 

２ 工 事 場 所  鈴鹿市上野町６３０番地 

３ 契 約 金 額  ５，００８，３００，０００円 

４ 契約の相手方  ＪＦＥ・西城・浜村特定建設工事共同企業体 

東京都中央区晴海三丁目５番１号 

月島ＪＦＥアクアソリューション株式会社 

代表取締役 鷹取 啓太 

鈴鹿市若松西二丁目１３番１２号 

株式会社西城組 

代表取締役 田端 泰夫 

鈴鹿市南玉垣町６５１３番地の１ 

有限会社浜村工務店 

代表取締役社長 浜村 弘司 

５ 工 期  令和６年４月１日から令和９年３月３１日まで 
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提案理由 

鈴鹿市クリーンセンター整備事業建設工事について、相手方と工事請負契約を締

結するに当たり、地方自治法第９６条第１項及び議会の議決に付すべき契約及び財

産の取得又は処分に関する条例第２条第１項の規定により、この議案を提出する。 

- 82  -



議案第２２号 

工事請負契約の締結について 

次のとおり工事請負契約を締結する。 

令和６年２月２１日提出 

鈴鹿市長 末 松 則 子 

１ 工 事 名  鈴鹿市クリーンセンター整備事業解体工事 

２ 工 事 場 所  鈴鹿市上野町６３０番地 

３ 契 約 金 額  １，９１５，１００，０００円 

４ 契約の相手方  東京都中央区晴海三丁目５番１号 

月島ＪＦＥアクアソリューション株式会社 

代表取締役 鷹取 啓太 

５ 工 期  令和６年４月１日から令和１１年３月３１日まで 

提案理由 

鈴鹿市クリーンセンター整備事業解体工事について、相手方と工事請負契約を締

結するに当たり、地方自治法第９６条第１項及び議会の議決に付すべき契約及び財

産の取得又は処分に関する条例第２条第１項の規定により、この議案を提出する。 
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議案第２３号 

工事請負契約の締結について 

次のとおり工事請負契約を締結する。 

令和６年２月２１日提出 

鈴鹿市長 末 松 則 子 

１ 工 事 名  白子中学校校舎長寿命化改修建築工事（本館校舎棟） 

２ 工 事 場 所  鈴鹿市中旭が丘四丁目５番６２号 

３ 契 約 金 額  ２１２，８５０，０００円 

４ 契約の相手方  鈴鹿市道伯二丁目４番１号 

株式会社杉之内工務店 

 代表取締役 藤本 正一郎 

５ 工 期  議決の日から令和７年２月２８日まで 

提案理由 

白子中学校校舎長寿命化改修建築工事（本館校舎棟）について、相手方と工事請

負契約を締結するに当たり、地方自治法第９６条第１項及び議会の議決に付すべき

契約及び財産の取得又は処分に関する条例第２条第１項の規定により、この議案を

提出する。 
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議案第２４号 

工事請負契約の変更について 

次のとおり工事請負契約を変更する。 

令和６年２月２１日提出 

鈴鹿市長 末 松 則 子 

１ 工 事 名 白子中学校校舎長寿命化改修外建築工事（西館校舎棟） 

２ 変更後の金額 ４６９，６１８，６００円 

（変更前の金額 ４６４，４０６，８００円） 

３ 変更後の工期 議決の日から令和６年８月３０日まで 

（変更前の工期 議決の日から令和６年６月３０日まで） 

提案理由 

白子中学校校舎長寿命化改修外建築工事（西館校舎棟）について、その請負契約

を変更するに当たり、議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する

条例第２条第１項の規定により、この議案を提出する。 
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議案第２５号 

三重地方税管理回収機構規約の変更に関する協議について 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２８６条第１項の規定により、三重地方

税管理回収機構規約を次のように変更するについて、関係地方公共団体と協議する。 

令和６年２月２１日提出 

鈴鹿市長 末 松 則 子 

三重地方税管理回収機構規約の一部を変更する規約 

（ 別 紙 ） 

提案理由 

三重地方税管理回収機構規約の変更に関し関係地方公共団体と協議するについて、

地方自治法第２９０条の規定により、この議案を提出する。  
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（ 別 紙 ） 

三重地方税管理回収機構規約の一部を変更する規約 

三重地方税管理回収機構規約（平成１６年三重県指令地振第０４－１０２１号）の

一部を次のように変更する。 

次の表の変更前欄に掲げる規定を同表の変更後欄に掲げる規定に下線で示すように

変更する。

改 正 後 改 正 前 

（機構の共同処理する事務） （機構の共同処理する事務） 

第３条 機構は、次に掲げる事務を共同処理

する。 

第３条 機構は、次に掲げる事務を共同処理

する。 

(１) 地方税法（昭和25年法律第226号）

の規定に基づき、市町が賦課徴収するこ

ととされている地方税並びに森林環境税

及び森林環境譲与税に関する法律（平成

31年法律第３号）第７条の規定により個

人の市町村民税の均等割及び個人の道府

県民税の均等割の賦課徴収と併せて賦課

徴収することとされている森林環境税に

係る滞納事案のうち、関係市町の長から

機構が引き受けた事案に係る滞納処分及

びこれに関連する事務並びに滞納処分の

執行の停止又は不納欠損処分をすること

についての判定事務 

(１) 地方税法（昭和25年法律第226号）

の規定に基づき、市町が賦課徴収するこ

ととされている地方税に係る滞納事案の

うち、関係市町の長から機構が引き受け

た事案に係る滞納処分及びこれに関連す

る事務並びに滞納処分の執行の停止又は

不納欠損処分をすることについての判定

事務 

(２) 略 (２) 略

附 則 

この規約は、三重県知事の許可の日から施行する。 
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議案第２６号 

市道の認定について 

次の路線を市道に認定する。 

令和６年２月２１日提出 

鈴鹿市長 末 松 則 子 

市道認定路線調書 

（ 別 紙 ） 

提案理由 

市道路線として認定するについて、道路法第８条第２項の規定により、この議案

を提出する。 
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市道認定路線調書 

路線番号 路線名 
起点 

主要な経過地 
延長（ｍ） 

終点 幅員（ｍ） 

073510 稲生 510 号線 
稲生町字水通 

稲生町 
 793.0 

稲生町字松の下  4.0～ 6.0 

073511 稲生 511 号線 
稲生町字檜原 

稲生町 
 169.1 

稲生町字檜原  4.0～ 6.8 

073512 
稲生西一丁目 512 号

線 

稲生西一丁目 
稲生町 

 419.8 

稲生町字矢去  4.0～ 8.0 

081437 三日市地子町線 
三日市町字泥 

地子町 
1,330.0 

地子町字保泥 16.0～34.0 

083438 地子町 438 号線 
地子町字保泥 

飯野寺家町 
 230.0 

飯野寺家町字起 16.0～32.0 

153496 秋永 496 号線 
秋永町字藏久 

秋永町 
 234.0 

秋永町字藏久  1.5～ 5.4 

153497 秋永 497 号線 
秋永町字藏久 

秋永町 
 156.0 

秋永町字藏久  1.5～ 4.5 

153498 秋永 498 号線 
秋永町字横綱 

秋永町 
 195.0 

秋永町字横綱  2.1～ 4.6 

153499 五祝 499 号線 
五祝町字里西 

五祝町 
 67.0 

五祝町字里西  2.1～ 3.5 

153500 五祝 500 号線 
五祝町字里西 

五祝町 
 127.4 

五祝町字里西  1.7～ 2.7 

153501 五祝 501 号線 
五祝町字東前 

五祝町 
 262.0 

五祝町字東前  2.0～ 6.9 

153502 五祝 502 号線 
五祝町字里西 

五祝町 
 110.0 

五祝町字里西  2.6 

163212 徳田 212 号線 
徳田町字六ノ坪 

徳田町 
 44.0 

徳田町字六ノ坪  2.7～ 3.5 
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163213 徳田 213 号線 
徳田町字村羽瀬 

徳田町 
 40.0 

徳田町字村羽瀬  2.0～ 3.2 

163214 徳田 214 号線 
徳田町字六ノ坪 

徳田町 
 106.0 

徳田町字六ノ坪  1.8～ 4.5 

163215 徳田 215 号線 
徳田町字二神田 

徳田町 
 67.3 

徳田町字二神田  2.0～ 2.2 

163216 徳田 216 号線 
徳田町字二神田 

徳田町 
  56.5 

徳田町字二神田  1.7～ 2.7 
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議案第２７号 

市道の廃止について 

次の路線を廃止する。 

令和６年２月２１日提出 

鈴鹿市長 末 松 則 子 

市道廃止路線調書 

（ 別 紙 ） 

提案理由 

市道路線を廃止するについて、道路法第１０条第３項において準用する同法第８

条第２項の規定により、この議案を提出する。 
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市道廃止路線調書 

路線番号 路線名 
起点 

主要な経過地 
延長（ｍ） 

終点 幅員（ｍ） 

153106 五祝 106 号線 
五祝町字條治保田 

五祝町 
188.5 

五祝町字條治保田  1.7～2.7 

153128 秋永 128 号線 
秋永町字藏久 

秋永町 
336.0 

秋永町字横綱  1.5～2.8 

153129 秋永 129 号線 
秋永町字藏久 

秋永町 
336.0 

秋永町字横綱  1.5～2.8 

153130 秋永 130 号線 
秋永町字藏久 

秋永町 
599.2 

五祝町字東前  1.3～3.9 

153131 秋永 131 号線 
秋永町字藏久 

秋永町 
636.9 

五祝町字東前  1.5～4.5 

153132 秋永 132 号線 
秋永町字横綱 

秋永町 
556.6 

秋永町字横綱  2.1～4.0 

153136 五祝 136 号線 
五祝町字東前 

秋永町 
437.7 

五祝町字南浦  1.6～5.5 

153291 秋永 291 号線 
秋永町字藏久 

秋永町 
608.5 

秋永町字横綱  1.6～2.2 

163092 徳田 92 号線 
徳田町字八反坪 

徳田町 
 97.0 

徳田町字八反坪  1.7～1.8 

163093 徳田 93 号線 
徳田町字辻ノ宮 

徳田町 
172.1 

徳田町字辻ノ宮  1.5～3.0 

163097 徳田 97 号線 
徳田町字八反坪 

徳田町 
411.8 

徳田町字辻ノ宮  1.2～3.5 

163098 徳田 98 号線 
徳田町字辻ノ宮 

徳田町 
298.8 

徳田町字辻ノ宮  1.4～5.4 

163099 徳田99号線 
徳田町字初田 

徳田町 
414.0 

徳田町字村羽瀬  1.8～5.6 
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163100 徳田 100 号線 
徳田町字奥城 

徳田町 
313.5 

徳田町字村羽瀬  1.4～4.8 

163102 徳田 102 号線 
徳田町字六ノ坪 

徳田町 
443.3 

徳田町字村羽瀬  1.3～4.5 

163104 徳田 104 号線 
徳田町字二神田 

徳田町 
413.0 

徳田町字下田垣外  1.5～2.2 

163106 徳田 106 号線 
徳田町字村羽瀬 

徳田町 
452.9 

徳田町字下田垣外  1.3～2.0 

163111 徳田 111 号線 
徳田町字二神田 

徳田町 
105.7 

徳田町字二神田  1.5～2.7 

163116 徳田 116 号線 
徳田町字二神田 

徳田町 
209.6 

徳田町字二神田  1.6～2.9 

163130 徳田 130 号線 
徳田町字熊ノ田 

徳田町 
240.4 

徳田町字熊ノ田  2.2～5.3 

163131 徳田 131 号線 
徳田町字二神田 

徳田町 
113.5 

徳田町字熊ノ田  1.5～3.5 
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議案第２８号 

鈴鹿市手数料条例の一部改正について 

鈴鹿市手数料条例の一部を改正する条例を次のように制定する。 

令和６年２月２１日提出 

鈴鹿市長 末 松 則 子 

鈴鹿市手数料条例の一部を改正する条例 

（ 別 紙 ） 

提案理由 

地方公共団体の手数料の標準に関する政令等の一部改正に伴い、戸籍電子証明書

提供用識別符号発行手数料の新設等を行うについて、地方自治法第９６条第１項の

規定により、この議案を提出する。 
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（ 別 紙 ） 

鈴鹿市条例第  号 

鈴鹿市手数料条例の一部を改正する条例 

鈴鹿市手数料条例（平成１２年鈴鹿市条例第１７号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前欄に掲げる規定を同表の改正後欄に掲げる規定に下線で示すように

改正する。 

改 正 後 

別表第２（第２条関係） 

戸籍法（昭和22年法律第224号）関係 

手数料を徴収する事務 手数料の名称 
手数料の金額 

計算単位 金額 

１ 戸籍法第10条第１項、第10条の

２第１項から第５項まで若しくは

第126条の規定に基づく戸籍の謄本

若しくは抄本の交付又は同法第120

条第１項、第120条の２第１項若し

くは第126条の規定に基づく戸籍証

明書の交付 

戸籍謄本若しくは抄

本交付手数料又は戸

籍証明書交付手数料 

１通につき 450円 

２   略   略   略 略 

３ 戸籍法第120条の３第２項の規定

に基づく戸籍電子証明書提供用識

別符号の発行（情報通信技術を活

用した行政の推進等に関する法律

（平成14年法律第151号）第７条第 

戸籍電子証明書提供

用識別符号発行手数

料 

戸籍電子証明

書提供用識別

符号１件につ

き 

400円 

- 102  -



改 正 前 

別表第２（第２条関係） 

戸籍法（昭和22年法律第224号）関係 

手数料を徴収する事務 手数料の名称 
手数料の金額 

計算単位 金額 

１ 戸籍法第10条第１項、第10条の

２第１項から第５項まで若しくは

第126条の規定に基づく戸籍の謄本

若しくは抄本の交付又は同法第120

条第１項若しくは第126条の規定に

基づく磁気ディスクをもって調製

された戸籍に記録されている事項

の全部若しくは一部を証明した書

面の交付 

戸籍謄本若しくは抄

本交付手数料又は磁

気ディスクをもって

調製された戸籍に記

録されている事項の

全部若しくは一部の

証明書交付手数料 

１通につき 450円 

２   略   略   略 略 
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１項の規定により同法第６条第１

項に規定する電子情報処理組織を

使用する方法（総務省令で定める

ものに限る。以下この項及び６の

項において同じ。）により戸籍電

子証明書提供用識別符号の発行を

行う場合（当該発行に係る戸籍電

子証明書の請求が同条第１項の規

定により同項に規定する電子情報

処理組織を使用する方法により行

われた場合に限る。）における当

該発行及び戸籍電子証明書提供用

識別符号の発行に係る戸籍電子証

明書の請求を行う者が同時に当該

戸籍電子証明書が証明する事項と

同一の事項を証明する戸籍の謄本

若しくは抄本又は戸籍証明書の請

求を行う場合における当該発行を

除く。） 

４ 戸籍法第12条の２において準用

する同法第10条第１項若しくは第

10条の２第１項から第５項までの

規定若しくは同法第126条の規定に

基づく除かれた戸籍の謄本若しく

は抄本の交付又は同法第120条第１

項、第120条の２第１項若しくは第

126条の規定に基づく除籍証明書の

交付 

除かれた戸籍謄本若

しくは抄本交付手数

料又は除籍証明書交

付手数料 

１通につき 750円 
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３ 戸籍法第12条の２において準用

する同法第10条第１項若しくは第

10条の２第１項から第５項までの

規定若しくは同法第126条の規定に

基づく除かれた戸籍の謄本若しく

は抄本の交付又は同法第120条第１

項若しくは第126条の規定に基づく

磁気ディスクをもって調製された

除かれた戸籍に記録されている事

項の全部若しくは一部を証明した 

除かれた戸籍謄本若

しくは抄本交付手数

料又は磁気ディスク

をもって調製された

除かれた戸籍に記録

されている事項の全

部若しくは一部の証

明書交付手数料 

１通につき 750円 
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５   略   略   略 略 

６ 戸籍法第120条の３第２項の規定

に基づく除籍電子証明書提供用識

別符号の発行（情報通信技術を活

用した行政の推進等に関する法律

第７条第１項の規定により同法第

６条第１項に規定する電子情報処

理組織を使用する方法により除籍

電子証明書提供用識別符号の発行

を行う場合（当該発行に係る除籍

電子証明書の請求が同項の規定に

より同項に規定する電子情報処理

組織を使用する方法により行われ

た場合に限る。）における当該発

行及び除籍電子証明書提供用識別

符号の発行に係る除籍電子証明書

の請求を行う者が同時に当該除籍

電子証明書が証明する事項と同一

の事項を証明する除かれた戸籍の

謄本若しくは妙本又は除籍証明書

の請求を行う場合における当該発

行を除く。） 

除籍電子証明書提供

用識別符号発行手数

料 

除籍電子証明

書提供用識別

符号１件につ

き 

700円 

７ 戸籍法第48条第１項（同法第117

条において準用する場合を含む。 

）の規定に基づく届出若しくは申

請の受理の証明書の交付、同法第

48条第２項（同法第117条において

準用する場合を含む。）若しくは 

届出若しくは申請の

受理の証明書交付手

数料、届書その他市

町村長の受理した書

類に記載した事項の

証明書交付手数料又 

１通につき 350円 

婚姻、離婚、

養子縁組、養

子離縁又は認

知の届出の受

理について、 

1,400円 
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書面の交付 

４   略   略   略 略 

５ 戸籍法第48条第１項（同法第117

条において準用する場合を含む。 

）の規定に基づく届出若しくは申

請の受理の証明書の交付又は同法

第48条第２項（同法第117条におい

て準用する場合を含む。）若しく 

届出若しくは申請の

受理の証明書交付手

数料又は届書その他

市町村長の受理した

書類に記載した事項

の証明書交付手数料 

１通につき 350円 

婚姻、離婚、

養子縁組、養

子離縁又は認

知の届出の受

理について、 

1,400円 
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第126条の規定に基づく届書その他

市町村長の受理した書類に記載し

た事項の証明書の交付又は同法第

120条の６第１項の規定に基づく届

書等情報の内容の証明書の交付 

は届書等情報の内容

の証明書交付手数料 

請求により法

務省令で定め

る様式による

上質紙を用い

る場合にあっ

ては、１通に

つき 

８ 戸籍法第48条第２項（同法第117

条において準用する場合を含む。 

）の規定に基づく届書その他市町

村長の受理した書類を閲覧に供す

る事務又は同法第120条の６第１項

の規定に基づく届書等情報の内容

を表示したものを閲覧に供する事

務 

届書その他市町村長

の受理した書類の閲

覧手数料又は届書等

情報の内容を表示し

たものの閲覧手数料 

書類又は届書

等情報の内容

を表示したも

の１件につき 

350円 

別表第４（第２条関係） 

消防法（昭和23年法律第186号）関係 

手数料を徴収する事務及び手数料の名

称 

手数料の金額 

区分 金額 

  略 

３ 消防法第11条第１項前段の規定

に基づく危険物の貯蔵所の設置の

許可の申請に対する審査に係る手

数料 

ア～エ  略 

オ 浮き

屋根

式特

定屋

外タ

ンク

貯蔵

所及 

危険物の貯蔵最

大数量が1,000

キロリットル以

上5,000キロリ

ットル未満のも

の 

１件

につ

き 

1,450,000

円 

危険物の貯蔵最

大数量が5,000 

１件

につ 

1,720,000

円 
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は第126条の規定に基づく届書その

他市町村長の受理した書類に記載

した事項の証明書の交付 

請求により法

務省令で定め

る様式による

上質紙を用い

る場合にあっ

ては、１通に

つき 

６ 戸籍法第48条第２項（同法第117

条において準用する場合を含む。 

）の規定に基づく届書その他市町

村長の受理した書類を閲覧に供す

る事務 

届書その他市町村長

の受理した書類の閲

覧手数料 

書類１件につ

き 

350円 

別表第４（第２条関係） 

消防法（昭和23年法律第186号）関係 

手数料を徴収する事務及び手数料の名

称 

手数料の金額 

区分 金額 

  略 

３ 消防法第11条第１項前段の規定

に基づく危険物の貯蔵所の設置の

許可の申請に対する審査に係る手

数料 

ア～エ  略 

オ 浮き

屋根

式特

定屋

外タ

ンク

貯蔵

所及 

危険物の貯蔵最

大数量が1,000

キロリットル以

上5,000キロリ

ットル未満のも

の 

１件

につ

き 

1,180,000

円 

危険物の貯蔵最

大数量が5,000 

１件

につ 

1,410,000

円 
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び浮

き蓋

付特

定屋

外タ

ンク

貯蔵

所 

キロリットル以

上10,000キロリ

ットル未満のも

の 

き 

危険物の貯蔵最

大数量が10,000

キロリットル以

上50,000キロリ

ットル未満のも

の 

１件

につ

き 

1,920,000

円 

危険物の貯蔵最

大数量が50,000

キロリットル以

上100,000キロ

リットル未満の

もの 

１件

につ

き 

2,360,000

円 

危険物の貯蔵最

大数量が100,00 

0キロリットル

以上200,000キ

ロリットル未満

のもの 

１件

につ

き 

2,740,000

円 

危険物の貯蔵最

大数量が200,00 

0キロリットル

以上300,000キ

ロリットル未満

のもの 

１件

につ

き 

5,640,000

円 

危険物の貯蔵最 １件 7,240,000 
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び浮

き蓋

付特

定屋

外タ

ンク

貯蔵

所 

キロリットル以

上10,000キロリ

ットル未満のも

の 

き 

危険物の貯蔵最

大数量が10,000

キロリットル以

上50,000キロリ

ットル未満のも

の 

１件

につ

き 

1,590,000

円 

危険物の貯蔵最

大数量が50,000

キロリットル以

上100,000キロ

リットル未満の

もの 

１件

につ

き 

1,950,000

円 

危険物の貯蔵最

大数量が100,00 

0キロリットル

以上200,000キ

ロリットル未満

のもの 

１件

につ

き 

2,270,000

円 

危険物の貯蔵最

大数量が200,00 

0キロリットル

以上300,000キ

ロリットル未満

のもの 

１件

につ

き 

4,550,000

円 

危険物の貯蔵最 １件 5,820,000 
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大数量が300,00 

0キロリットル

以上400,000キ

ロリットル未満

のもの 

につ

き 

円 

危険物の貯蔵最

大数量が400,00 

0キロリットル

以上のもの 

１件

につ

き 

8,790,000

円 

カ～シ  略 

  略 

別表第５（第２条関係） 

建築基準法（昭和25年法律第201号）関係 

手数料を徴収する事務 手数料の名称 
手数料の金額 

区分 金額 

  略 

57   略   略   略 略 

58 建築基準法施行令（昭和25年政令

第338号）第137条の12第６項の規

定に基づく用途の変更を伴わない

大規模の修繕又は大規模の模様替

に関する制限の緩和に係る認定の

申請に対する審査 

用途の変更を伴わな

い大規模の修繕又は

大規模の模様替に関

する制限の緩和に係

る認定申請手数料 

１件につき 27,000

円 

59 建築基準法施行令第137条の12第７

項の規定に基づく形態の変更を伴

わない大規模の修繕又は大規模の

模様替に関する制限の緩和に係る

認定の申請に対する審査 

形態の変更を伴わな

い大規模の修繕又は

大規模の模様替に関

する制限の緩和に係

る認定申請手数料 

１件につき 27,000

円 

60   略   略   略 略 
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大数量が300,00 

0キロリットル

以上400,000キ

ロリットル未満

のもの 

につ

き 

円 

危険物の貯蔵最

大数量が400,00 

0キロリットル

以上のもの 

１件

につ

き 

7,070,000

円 

カ～シ  略 

  略 

別表第５（第２条関係） 

建築基準法（昭和25年法律第201号）関係 

手数料を徴収する事務 手数料の名称 
手数料の金額 

区分 金額 

  略 

57   略   略   略 略 

58   略   略   略 略 
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・

61 

  備考 

略 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和６年４月１日から施行する。ただし、別表第２の改正規定は、

同年３月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例による改正後の別表第４の規定は、この条例の施行の日以後の申請に係

る手数料について適用し、同日前の申請に係る手数料については、なお従前の例に

よる。 
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・

59 

  備考 

略 
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議案第２９号 

工事請負契約の締結について 

次のとおり工事請負契約を締結する。 

 

 

 

 

 

令和６年２月２１日提出 

 

鈴鹿市長 末 松 則 子 

 

 

 

１ 工  事  名  鈴鹿市立河曲小学校屋内運動場増改築工事 

２ 工 事 場 所  鈴鹿市十宮町７１９番地の２ 

３ 契 約 金 額  ４７７，３５３，８００円 

４ 契約の相手方  鈴鹿市算所三丁目１５番１０号 

株式会社大野工務店 

 代表取締役 大野 太平 

５ 工 期  議決の日から令和７年２月２０日まで 

 

 

 

 

 

提案理由 

鈴鹿市立河曲小学校屋内運動場増改築工事について、相手方と工事請負契約を締

結するに当たり、地方自治法第９６条第１項及び議会の議決に付すべき契約及び財

産の取得又は処分に関する条例第２条第１項の規定により、この議案を提出する。 
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議案第３０号 

工事請負契約の変更について 

次のとおり工事請負契約を変更する。 

 

 

 

 

 

令和６年２月２１日提出 

 

鈴鹿市長 末 松 則 子 

 

 

 

１ 工  事  名 鈴鹿市文化会館大規模改修事業設計・建設工事 

２ 変更後の金額 ２，０８１，８８２，９４７円 

（変更前の金額 １，９５０，６３０，０００円） 

３ 変更後の工期 議決の日から令和６年５月１０日まで 

（変更前の工期 議決の日から令和６年３月３１日まで） 

 

 

 

 

 

 

 

提案理由 

鈴鹿市文化会館大規模改修事業設計・建設工事について、その請負契約を変更す

るに当たり、議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条例第２

条第１項の規定により、この議案を提出する。 
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